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目 的

地上デジタル放送は、平成 15 年 12 月 1 日の三大広域圏における放送開始後、平成 18 年

12 月には、全ての放送事業者が全国で放送を開始し、今後も順次エリアを拡大する予定で

ある。地上デジタル放送のメリットを還元し、その普及目標を達成するためには、地上デ

ジタル放送ならではの特徴である高度なサービスの利活用を推進し、その普及を更に加

速・推進していく必要がある。

このような観点から、防災や医療など国民との接点の多い公共分野において、地上デジ

タル放送ならではの高度なサービスを先行的に導入し、その利便性を国民視聴者に対して

目に見える形で示していくことが、有力な施策の一つとして考えられる。「e-Japan 重点計

画-2004」（平成 16 年 6 月 15 日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）において、

この趣旨が盛り込まれ、情報通信審議会平成 16 年諮問第 8 号に対する中間答申（平成 16

年 7 月 28 日）、同第二次中間答申（平成 17 年 7 月 29 日）、同第三次中間答申(平成 18 年 8

月 1 日)においても、同趣旨の提言がなされている。

地上デジタル放送の公共分野における利活用に関する調査研究は、以上を踏まえ、地上

デジタル放送の既存インフラ再送信、携帯端末向け放送、データ放送、サーバー型放送等

の高度なサービスを、防災や医療等の公共分野に導入した場合の効用を、具体的に目に見

える形で実証するとともに、こうしたサービスの実用化と普及を図る際の課題や解決方策

を明確化することを目的に、平成 17 年度および平成 18 年度において、実証的な調査研究

が行われた。

本調査研究では、これらの地上デジタル放送に係る実証的な調査研究の成果を取りまと

めるとともに、各地で進められている地上デジタル放送の公共分野における実用化事例を

調査し、その狙いや効果などを総合的に分析し、地方公共団体等への的確な情報提供なら

びに今後の政策検討に資することを目的とする。
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第１章 地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業の総括 
 本章では、平成 17 年度から平成 18 年度にかけて全国で実施された地上デジタル放送公

共アプリケーション事業の概要と成果を取りまとめ、その狙いや効果などを総合的に分析

し、今後、地上デジタル放送の利活用を考えている自治体にとって、インフラ政策を検討

する指針となる情報を提供する。 
 
1.1 事業の全体像と位置付け 
 地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業は、防災や医療など国民との接

点の多い公共分野において、地上デジタル放送の特徴を活かした高度なサービスを先行的

に導入し、その利便性を国民視聴者に対して目に見える形で示していくことにより、地上

デジタル放送の早期普及に資することを目的として実施されたものである。 
 当該事業では、地上デジタル放送の視聴範囲の拡大や視聴手段の多様化への対応を目的

とした「再送信」、プレイスシフトやタイムシフトなど視聴シーンの多様化を実現する「携

帯端末向け放送」や「サーバー型放送」を機軸に、これら地上デジタル放送ならではの特

徴を活かした高度なサービスを公共分野において提案し、自治体の実証フィールドを使っ

て技術的実現性や社会的有用性について検証している。 
 

図表 1.1-1 地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業の概要 

 
 

実証フィールド
「事業名称」
（実施主体）

札幌市・東京都品川区（H17）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る利活用に関する調査研究」
（㈱札幌総合情報センター）

札幌市・東京都品川区（H17）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る利活用に関する調査研究」
（㈱札幌総合情報センター）

地上デジタル放送再送信 携帯端末向け放送 サーバ型放送主要テーマ

既存ネットワークインフラ再送信
ギャップフィラー再送信
IPマルチキャスト伝送
高圧縮符号化技術（H.264/AVC）

ワンセグ放送波遠隔起動
高度データ放送

主要技術

静岡県・富山県・兵庫県・茨城県（H17）
「高度なデータ放送に関する調査研究」
（㈱ＮＨＫアイテック）

静岡県・富山県・兵庫県・茨城県（H17）
「高度なデータ放送に関する調査研究」
（㈱ＮＨＫアイテック）

神奈川県横須賀市（H18）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る高度利活用に関する調査研究」
（三菱商事㈱）

神奈川県横須賀市（H18）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る高度利活用に関する調査研究」
（三菱商事㈱）

東京都三鷹市・福岡県北九州市（H17）
「サーバー型放送の公共分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

東京都三鷹市・福岡県北九州市（H17）
「サーバー型放送の公共分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

東京都三鷹市（H18）
「サーバー型放送の教育分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

東京都三鷹市（H18）
「サーバー型放送の教育分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

福岡県北九州市（H18）
「サーバー型放送の保健・医療・福祉分
野における利活用に関する調査研究」
（㈱日本アイ・ビー・エム）

福岡県北九州市（H18）
「サーバー型放送の保健・医療・福祉分
野における利活用に関する調査研究」
（㈱日本アイ・ビー・エム）

岩手県・高知県・東京都三鷹市（H17）
「通信インフラを活用した地上デジタル
放送伝送に関する調査研究」
（日本電信電話㈱）

岩手県・高知県・東京都三鷹市（H17）
「通信インフラを活用した地上デジタル
放送伝送に関する調査研究」
（日本電信電話㈱）

東京都地下鉄駅構内（H17）
「地上デジタル放送の電波遮蔽空間に
おける受信に関する調査研究」
（㈱日立製作所）

東京都地下鉄駅構内（H17）
「地上デジタル放送の電波遮蔽空間に
おける受信に関する調査研究」
（㈱日立製作所）

宮崎県美郷町（H18）
「多様な既存ネットワークインフラを活用
した地上デジタル放送の再送信に関す
る調査研究」
（ソフトバンクＢＢ㈱）

宮崎県美郷町（H18）
「多様な既存ネットワークインフラを活用
した地上デジタル放送の再送信に関す
る調査研究」
（ソフトバンクＢＢ㈱）

東京都武蔵野市（H18）
「高圧縮符号化技術を用いたIPマルチ
キャストによる地上デジタル放送の再送
信に関する調査研究」
（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱）

東京都武蔵野市（H18）
「高圧縮符号化技術を用いたIPマルチ
キャストによる地上デジタル放送の再送
信に関する調査研究」
（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱）
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 実証フィールドとなった自治体は全国各地に分布しており、各自治体の地理的条件や通

信・放送インフラの整備状況など環境要件を反映して、地上デジタル放送を活用した高度

なサービスの実証的な調査研究を行っている。そのため、当該事業の成果は、各自治体に

おいて地上デジタル放送を公共サービスとして利活用する際に、ベンチマークとなるよう

な実用性の高いものになっていると考えられる。 
 
図表 1.1-2 地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業の実証フィールド 

 
 主要テーマ毎の事業概要は以下の通りである。 
① 地上デジタル放送の再送信では、条件不利地域や地下街等電波遮蔽空間を対象に、光

ファイバ網や CATV 網等の既存ネットワークインフラやギャップフィラーを活用して、

地上デジタル放送の映像品質を確保し、中継伝送する技術や経済性の検証が行われた。

また、高圧縮符号化技術の H.264/AVC や IP マルチキャスト技術を活用し、IP ネット

ワークで地上デジタル放送を高効率に伝送する技術の検証が行われた。 
② 携帯端末向け放送については、放送波自動遠隔起動システムによるワンセグの防災利

活用、データ放送におけるリアルタイム情報伝送やセグメント別情報伝送による防災

利活用、ワンセグの教育利活用など、様々な携帯端末向け放送の高度利活用に係る技

術の有効性や社会的有用性の検証が行われた。 
③ サーバー型放送については、教育分野、保健・医療・福祉分野を対象に技術の有効性

や住民サービスへの有用性が検証された。 

携帯端末向け放送地上デジタル放送再送信

札幌市・東京都品川区（H17）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る利活用に関する調査研究」
（㈱札幌総合情報センター）

札幌市・東京都品川区（H17）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る利活用に関する調査研究」
（㈱札幌総合情報センター）

静岡県・富山県・兵庫県・茨城県（H17）
「高度なデータ放送に関する調査研究」
（㈱ＮＨＫアイテック）

静岡県・富山県・兵庫県・茨城県（H17）
「高度なデータ放送に関する調査研究」
（㈱ＮＨＫアイテック）

神奈川県横須賀市（H18）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る高度利活用に関する調査研究」
（三菱商事㈱）

神奈川県横須賀市（H18）
「携帯端末向け放送の公共分野におけ
る高度利活用に関する調査研究」
（三菱商事㈱）

東京都三鷹市・福岡県北九州市（H17）
「サーバー型放送の公共分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

東京都三鷹市・福岡県北九州市（H17）
「サーバー型放送の公共分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

岩手県・高知県・東京都三鷹市（H17）
「通信インフラを活用した地上デジタル
放送伝送に関する調査研究」
（日本電信電話㈱）

岩手県・高知県・東京都三鷹市（H17）
「通信インフラを活用した地上デジタル
放送伝送に関する調査研究」
（日本電信電話㈱）

東京都地下鉄駅構内（H17）
「地上デジタル放送の電波遮蔽空間に
おける受信に関する調査研究」
（㈱日立製作所）

東京都地下鉄駅構内（H17）
「地上デジタル放送の電波遮蔽空間に
おける受信に関する調査研究」
（㈱日立製作所）

宮崎県美郷町（H18）
「多様な既存ネットワークインフラを活用
した地上デジタル放送の再送信に関す
る調査研究」
（ソフトバンクＢＢ㈱）

宮崎県美郷町（H18）
「多様な既存ネットワークインフラを活用
した地上デジタル放送の再送信に関す
る調査研究」
（ソフトバンクＢＢ㈱）

東京都武蔵野市（H18）
「高圧縮符号化技術を用いたIPマルチ
キャストによる地上デジタル放送の再送
信に関する調査研究」
（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱）

東京都武蔵野市（H18）
「高圧縮符号化技術を用いたIPマルチ
キャストによる地上デジタル放送の再送
信に関する調査研究」
（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱）

福岡県北九州市（H18）
「サーバー型放送の保健・医療・福祉分
野における利活用に関する調査研究」
（㈱日本アイ・ビー・エム）

福岡県北九州市（H18）
「サーバー型放送の保健・医療・福祉分
野における利活用に関する調査研究」
（㈱日本アイ・ビー・エム）

サーバー型放送

地上デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業

東京都三鷹市（H18）
「サーバー型放送の教育分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）

東京都三鷹市（H18）
「サーバー型放送の教育分野における
利活用に関する調査研究」
（松下電器産業㈱）
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1.2 各事業の概要と成果

本項では、平成 17 年度から平成 18 年度にかけて実施された地上デジタル放送公共アプ

リケーションパイロット事業について、「地上デジタル放送の再送信に係る調査研究」、「携

帯端末向け放送の公共利活用に係る調査研究」、「サーバー型放送の公共利活用に係る調査

研究」に関する各事業の概要と成果を取りまとめて紹介する。

1.2.1 地上デジタル放送の再送信に係る調査研究

地上デジタル放送の再送信に係る調査研究では、(1)条件不利地域への地上デジタル放送

の視聴手段の提供を目的とした再送信、(2)地下鉄・地下街等電波遮蔽空間への地上デジタ

ル放送の視聴範囲の拡大を目的とした再送信、(3)地上デジタル放送の多様な視聴手段の提

供を目的とした再送信、という 3 つのタイプの再送信に関する検証が行われている。

(1)条件不利地域への視聴手段の提供を目的とした再送信

条件不利地域への地上デジタル放送の視聴手段の提供を目的とした再送信については、

平成 17 年度に、岩手県、東京都三鷹市、高知県を実証フィールドとして、「通信インフラ

を活用した地上デジタル放送伝送に関する調査研究」が行われた。

図表 1.2.1-1 通信インフラを活用した地上デジタル放送伝送の検証項目

③端末連携に関する
調査研究

③端末連携に関する
調査研究

・TS信号伝送方式による長距離中継伝送に関する調査研究
TS信号伝送方式による光ファイバ長距離中継伝送の有効性の検証

・TS信号伝送方式による長距離中継伝送に関する調査研究
TS信号伝送方式による光ファイバ長距離中継伝送の有効性の検証

①中継伝送路連携に
関する調査研究

①中継伝送路連携に
関する調査研究

・IP区間の基本品質、アプリケーション品質に関する調査研究（収容施設）
IP区間の基本品質（模擬パケットロス）と実伝送能力（放送用コンテンツ）の検証

・IP区間の基本品質、アプリケーション品質に関する調査研究（収容施設）
IP区間の基本品質（模擬パケットロス）と実伝送能力（放送用コンテンツ）の検証

・異なる信号伝送方式の映像品質比較に関する調査研究（収容施設）
RF/IP/TS信号伝送方式による中継伝送の映像品質の比較検証

・異なる信号伝送方式の映像品質比較に関する調査研究（収容施設）
RF/IP/TS信号伝送方式による中継伝送の映像品質の比較検証

・異なる信号伝送方式の映像品質比較に関する調査研究（受信拠点）
RF/IP信号伝送方式による映像品質の比較検証

・異なる信号伝送方式の映像品質比較に関する調査研究（受信拠点）
RF/IP信号伝送方式による映像品質の比較検証

②加入者系伝送路連
携に関する調査研
究

②加入者系伝送路連
携に関する調査研
究

・光伝送路からのFTTH・ADSL・CATV伝送接続に関する調査研究
光伝送路からのFTTH・ADSL・CATV接続に関する品質・性能の評価

・光伝送路からのFTTH・ADSL・CATV伝送接続に関する調査研究
光伝送路からのFTTH・ADSL・CATV接続に関する品質・性能の評価

・アンテナ方式再送信装置に関する受信エリアの調査研究
局地的放送波伝播および携帯端末受信対策のためのギャップフィラー配信検証

・アンテナ方式再送信装置に関する受信エリアの調査研究
局地的放送波伝播および携帯端末受信対策のためのギャップフィラー配信検証

・受信放送波の同一チャンネルによる増幅・再送信に関する調査研究
光ファイバ(中継)+ギャップフィラーによる無線再配信及び無線リレー配信の検証

・受信放送波の同一チャンネルによる増幅・再送信に関する調査研究
光ファイバ(中継)+ギャップフィラーによる無線再配信及び無線リレー配信の検証

・異なる管理者にまたがるネットワークの連携に関する調査研究
既存通信インフラ(CATV、共聴設備、国交省NW）を活用した放送伝送の検証

・異なる管理者にまたがるネットワークの連携に関する調査研究
既存通信インフラ(CATV、共聴設備、国交省NW）を活用した放送伝送の検証

・エリア限定配信、同一性保持、全チャンネル同時伝送、遅延等に関する調査研究
全区間を対象としたIPマルチキャストによる再送信の有効性の検証

・エリア限定配信、同一性保持、全チャンネル同時伝送、遅延等に関する調査研究
全区間を対象としたIPマルチキャストによる再送信の有効性の検証

④ＩＰマルチキャスト信
号伝送に関する調
査研究

④ＩＰマルチキャスト信
号伝送に関する調
査研究

・IPマルチキャスト信号伝送とRF信号伝送の映像品質に関する調査研究
IPマルチキャスト信号伝送とRF信号伝送の映像品質の比較検証

・IPマルチキャスト信号伝送とRF信号伝送の映像品質に関する調査研究
IPマルチキャスト信号伝送とRF信号伝送の映像品質の比較検証

・地上デジタル放送対応ＴＶによる防災情報システム利用に関する調査研究
地域住民（視聴者）の立場からみた行政情報の提供方法の検討
放送事業者、行政の視点による情報提供のあり方の検討

・地上デジタル放送対応ＴＶによる防災情報システム利用に関する調査研究
地域住民（視聴者）の立場からみた行政情報の提供方法の検討
放送事業者、行政の視点による情報提供のあり方の検討
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平成 17 年度の本事業では、光ファイバ網による地上デジタル放送の中継伝送と、光ファ

イバ網から様々な加入者系伝送路への地上デジタル放送の接続伝送に関する検証を中心と

して、図表 1.2.1-1 に示した中継伝送路連携、加入者伝送路連携、端末連携に関する調査研

究が行われた。

既存の通信インフラを活用して地上デジタル放送を再送信するにあたり、中継伝送路に

おいて RF（Radio Frequency）信号、IP（Internet Protocol）信号、TS（Transport Stream）

信号による中継伝送方式の映像品質の比較検証、加入者系伝送路において光ファイバ中継

網から FTTH（Fiber To The Home）網、ADSL（Asymmetric Digital Subscriber Line）

網、CATV 網、無線リレーを含むギャップフィラー配信、国土交通省光ファイバなど異な

る管理者間にまたがるネットワークなどへの伝送接続について品質や性能など有用性の検

証が行われた。また、県の総合防災情報システムで提供している行政情報を、インターネ

ットを介して地上デジタル放送対応 TV で視聴する端末連携に関する検証も行われた。

岩手県、東京都三鷹市、高知県の各フィールドにおける実証環境は、図表 1.2.1-2 に示す

通りである。

図表 1.2.1-2 通信インフラを活用した地上デジタル伝送の実証環境（岩手県）

＜遠野市＞
宮守地区

共聴設備

ＮＨＫＮＨＫ
((総合・教育総合・教育))

新山
（紫波町）

CATV設備

＜釜石市＞
国立釜石病院付近
釜石養護学校付近

＜山田町＞
船越地区

＜宮古市＞
高浜地区

ＩＰ伝送
（ＮＨＫ教育）

国土交通省 河川・道路管理用光ファイバ

NTT

盛岡ビル

NTT

盛岡ビル

放送局
（盛岡市）

NTT

遠野ビル

NTT

遠野ビル

TS信号伝送

①
中継伝送路連携に関する調査研究

ＩＰ配信局
（有明）

④
IPマルチキャスト信号伝送に関する調査研究

放送局
（東京）地域IP網

（IPv6網）

IPマルチキャスト信号伝送

RF信号伝送

CATV
既設ケーブル

RF信号伝送

②
加入者系伝送路連携に関する調査研究

R
F信

号
伝
送

共聴設備

RF信号伝送

NTT

釜石ビル

NTT

釜石ビル

ＩＰ-TV
（開発）

地デジ
対応TV

＜釜石市＞ 【IP・RF】
釜石振興局
県立釜石南高校

【IP】
釜石市役所
釜石物産センタ
岩手県免許センタ

＜遠野市＞
宮守地区

共聴設備

ＮＨＫＮＨＫ
((総合・教育総合・教育))

新山
（紫波町）

CATV設備

＜釜石市＞
国立釜石病院付近
釜石養護学校付近

＜山田町＞
船越地区

＜宮古市＞
高浜地区

ＩＰ伝送
（ＮＨＫ教育）

国土交通省 河川・道路管理用光ファイバ

NTT

盛岡ビル

NTT

盛岡ビル
NTT

盛岡ビル

NTT

盛岡ビル

放送局
（盛岡市）

NTT

遠野ビル

NTT

遠野ビル

TS信号伝送

①
中継伝送路連携に関する調査研究

ＩＰ配信局
（有明）

④
IPマルチキャスト信号伝送に関する調査研究

放送局
（東京）地域IP網

（IPv6網）

IPマルチキャスト信号伝送

RF信号伝送

CATV
既設ケーブル

RF信号伝送

②
加入者系伝送路連携に関する調査研究

R
F信

号
伝
送

共聴設備共聴設備

RF信号伝送

NTT

釜石ビル

NTT

釜石ビル

ＩＰ-TV
（開発）

地デジ
対応TV

＜釜石市＞ 【IP・RF】
釜石振興局
県立釜石南高校

【IP】
釜石市役所
釜石物産センタ
岩手県免許センタ
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図表 1.2.1-3 通信インフラを活用した地上デジタル伝送の実証環境（東京都三鷹市）

図表 1.2.1-4 通信インフラを活用した地上デジタル伝送の実証環境（高知県）

＜三鷹市内＞
三鷹ネットワーク大学等

（×２箇所）

＜三鷹市内＞
三鷹ネットワーク大学等

（×２箇所）

民放（5ch）
NHK（総合、教育）

既存のNTT映像配信プラットフォームを一部利用

②
加入者系伝送路連携に関する調査研究

④
IPマルチキャスト信号伝送に関する調査研究

IP配信局

（有明）

IP配信局

（有明）

NTT

三鷹ビル

NTT

三鷹ビル
NTT

大手町ビル

NTT

大手町ビル

ADSL
モデム

ＩＰ-TV
（開発）

ＩＰ-TV
（開発）

IP
送信
装置

地域IP網
（IPv6網）

IP
送信
装置

受信
送出
設備 光ファイバ

GE-
ONU

IP
送信
装置

全チャンネル

市販の
地デジ
対応TV

アンテナ

民放（5ch）
NHK（総合、教育）

MPEG2-TS（HDTV）20Mbps程度・1ch

＜三鷹市内＞
三鷹ネットワーク大学等

（×２箇所）

＜三鷹市内＞
三鷹ネットワーク大学等

（×２箇所）

民放（5ch）
NHK（総合、教育）

既存のNTT映像配信プラットフォームを一部利用

②
加入者系伝送路連携に関する調査研究

④
IPマルチキャスト信号伝送に関する調査研究

IP配信局

（有明）

IP配信局

（有明）

NTT

三鷹ビル

NTT

三鷹ビル
NTT

大手町ビル

NTT

大手町ビル

ADSL
モデム

ＩＰ-TV
（開発）

ＩＰ-TV
（開発）

IP
送信
装置

地域IP網
（IPv6網）

IP
送信
装置

受信
送出
設備 光ファイバ

GE-
ONU

IP
送信
装置

全チャンネル

市販の
地デジ
対応TV

アンテナ

民放（5ch）
NHK（総合、教育）

MPEG2-TS（HDTV）20Mbps程度・1ch

公共施設（いの町）
・吾北支所
・下八川小学校

公共施設（いの町）
・吾北支所
・下八川小学校

NTT
高知中ビル

NTT
高知中ビル

NTT
伊野ビル

NTT
伊野ビル

NTT
吾北ビル

NTT
吾北ビル

RF信号伝送

IP信号伝送
試験用

コンテンツ
発生装置
（2CH）

映像復号
化装置

IP信号伝送

OFDM
変調

地デジ対応TV

RF信号

無線リレー
（吾北支所エリア）

RF信号伝送

①
中継伝送路連携に関する調査研究

②
加入者系伝送路連携に関する調査研究

④
IPマルチキャスト信号伝送に関する調査研究

公共施設（いの町）
・吾北支所

公共施設（いの町）
・吾北支所

地デジ対応TV

高知県総合防災情報システム高知県総合防災情報システム

インターネットインターネット

③
端末連携に関する調査研究

公共施設（いの町）
・吾北支所
・下八川小学校

公共施設（いの町）
・吾北支所
・下八川小学校

NTT
高知中ビル

NTT
高知中ビル

NTT
伊野ビル

NTT
伊野ビル

NTT
吾北ビル

NTT
吾北ビル

RF信号伝送

IP信号伝送
試験用

コンテンツ
発生装置
（2CH）

映像復号
化装置

IP信号伝送

OFDM
変調

地デジ対応TV

RF信号

無線リレー
（吾北支所エリア）

RF信号伝送

①
中継伝送路連携に関する調査研究

②
加入者系伝送路連携に関する調査研究

④
IPマルチキャスト信号伝送に関する調査研究

公共施設（いの町）
・吾北支所

公共施設（いの町）
・吾北支所

地デジ対応TV

高知県総合防災情報システム高知県総合防災情報システム

インターネットインターネット

③
端末連携に関する調査研究
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平成 18 年度は、宮崎県を実証フィールドとして、「多様な既存ネットワークインフラを

活用した地上デジタル放送の再送信に関する調査研究」が行われた。本事業では、平成 17

年度事業の内容を更に推し進めて、様々な既存ネットワークインフラを組み合わせること

によって、地上デジタル放送を山間部等の条件不利地域に中継伝送する方策の有用性や経

済性に関する検証が行われた。

既存ネットワークインフラとして対象としたのは、公設型地域公共光ファイバ（地方公

共団体等が自設した光ファイバ）、借上型光ファイバ、携帯電話基地局間通信用光ファイバ、

CATV 向けマイクロ波無線、FWA 等無線インターネット、ギャップフィラーの 6 種類であ

る。これらの既存ネットワークインフラを組み合わせて、図表 1.2.1-5 に示す調査研究を行

った。

既存ネットワークインフラの組合せによる条件不利地域への中継方策に関する調査研究

では、公設型地域公共光ファイバとギャップフィラーあるいは CATV 向けマイクロ波無線

の組合せを対象に地上デジタル放送の RF 中継伝送（第一検証、第二検証）、借上型光ファ

イバ、公設型地域公共光ファイバ、携帯電話基地局間通信用光ファイバ、ギャップフィラ

ーあるいは FWA の組合せを対象に地上デジタル放送の IP 中継伝送（第三検証、第四検証）

の検証を行った。また、双方向サービスに向けた IP ネットワークの活用に関する調査研究

では、H.264 /AVC を用いた自主放送の IP 再送信に関する品質検証と、自主放送の双方向

データ放送サービスに関する検証を行った。

宮崎県のフィールドにおける実証環境は、図表 1.2.1-6 に示す通りである。

図表 1.2.1-5 既存ネットワークインフラを活用した地上デジタル放送の再送信の検証項目

②双方向サービス
に向けたIPネット
ワークの活用に
関する調査研究

②双方向サービス
に向けたIPネット
ワークの活用に
関する調査研究

①既存インフラの組
合せによる条件
不利地域への中
継方策に関する
調査研究

①既存インフラの組
合せによる条件
不利地域への中
継方策に関する
調査研究

・第一検証
公設型光ファイバとギャップフィラーの組合せによるRF中継伝送実証

・第一検証
公設型光ファイバとギャップフィラーの組合せによるRF中継伝送実証

・第二検証
公設型光ファイバとCATV向けマイクロ波無線の組合せによるRF中継伝送実証

・第二検証
公設型光ファイバとCATV向けマイクロ波無線の組合せによるRF中継伝送実証

・第三検証
借上型光ファイバ、公設型光ファイバ、携帯基地局間光ファイバ、ギャップフィラー
の組合せによるIP中継伝送実証

・第三検証
借上型光ファイバ、公設型光ファイバ、携帯基地局間光ファイバ、ギャップフィラー
の組合せによるIP中継伝送実証

・第四検証
借上型光ファイバ、公設型光ファイバ、携帯基地局間光ファイバ、FWA（無線イン
ターネット）の組合せによるIP中継伝送実証

・第四検証
借上型光ファイバ、公設型光ファイバ、携帯基地局間光ファイバ、FWA（無線イン
ターネット）の組合せによるIP中継伝送実証

・自主放送検証
高圧縮符号化技術H.264を用いた自主放送のIP再送信に関する品質検証

・自主放送検証
高圧縮符号化技術H.264を用いた自主放送のIP再送信に関する品質検証

・双方向BMLデータ放送検証
自主放送の双方向データ放送サービス（アンケートBML）に関する検証

・双方向BMLデータ放送検証
自主放送の双方向データ放送サービス（アンケートBML）に関する検証
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図表 1.2.1-6 既存ネットワークインフラを活用した地上デジタル放送の再送信の実証環境 

 
 平成 17 年度と平成 18 年度の事業を通じて、既存ネットワークインフラを活用した地上

デジタル放送の中継伝送について、無線による放送伝送と同等の映像品質を実現可能なこ

とが確認され、条件不利地域への再送信手段として技術的な有効性が検証された。 
 また、実証フィールドを前提条件とした経済性の比較検討から、条件不利地域への中継

伝送路には光ファイバ網を利用した RF 信号伝送が最も安価であり、条件不利地域の地理的

条件等によってギャップフィラーの多段リレーも有効な手段となることが確認された。一

方、光ファイバ網を利用した IP 信号伝送については、IP マルチキャストをポイント・ツー・

マルチポイントの中継手段として利用し、その設備を複数の地域で共有することで、RF 信

号伝送より高い経済性を実現できるケースのあることが確認された。特に公設型地域公共

光ファイバが整備されている地域では、各地域自治体までの通信網が存在するため、地上

デジタル放送の中継伝送を行う際に有効な手段となることが示された。 
 実際の中継伝送路の構築では、各地域の現地環境に即したシミュレーションが必要であ

るため、前述した成果は日本全国における一般解ではない。しかしながら、中継伝送路の

構築コストならびに回線に関する維持コストについては、図表 1.2.1-7 に示すような特徴が

あると結論付けられている。これらの特徴と各地域の状況を踏まえて、最も経済性の高い

最適な中継伝送路を選択することが重要である。 
 
 

中継
設備
（IP）

中継
設備
（IP）

受信設備

送出
設備

送信
設備
（RF）

送信
設備
（IP）

放送局
民放（２ｃｈ）
NHK（２ｃｈ）

自主放送
/双方向

サービス提供

受信点

中継
設備
（IP）

NTT宮崎西
（宮崎市）

NTT日向別館
（日向市）

MJH21日向AP
（日向市）

宮崎情報ハイウェイ
宮崎市ＡＰ局

中継
設備
（RF）

IP信号伝送

中継点１ 中継点２ 中継点３

IP信号伝送 IP信号伝送 IP信号伝送

IP信号伝送 IP信号伝送 IP信号伝送 IP信号伝送

共聴設備地点

中継
設備
（RF）

MJH21日向AP
（日向市）

RF信号伝送 RF信号伝送

RF信号伝送 RF信号伝送

借上型
光ファイバ

携帯電話
基地局間
通信用

光ファイバ

借上型
光ファイバ

マイクロ波無線

公設型地域
公共光ファイバ
（宮崎情報

ハイウェイ21）

1.既存ｲﾝﾌﾗの組合せによる条件不利地域への中継方策に関する調査研究

2.双方向ｻｰﾋﾞｽに向けたIPﾈｯﾄﾜｰｸの活用に関する調査研究（上り）

公設型地域

公共光ファイバ
（宮崎情報

ハイウェイ21）

公設型地域

公共光ファイバ
（宮崎情報

ハイウェイ21）

CATVヘッドエンド
（美郷町北郷）

受信
設備
（RF）

受信
設備
・

IP/RF
変換
設備

中継
設備
（IP）

RF信号伝送

RF信号伝送

ギャップフィラー（RF）

無線インターネット

RF信号伝送

ギャップフィラー（RF）

RF信号伝送

第二検証

受信
設備
・

IP/RF
変換
設備

第一検証

第三検証

第四検証

実験環境

夢であい館
（美郷町北郷）
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図表 1.2.1-7 地上デジタル放送の中継伝送方策に関する経済性評価

(2)電波遮蔽空間への視聴範囲の拡大を目的とした再送信

地下鉄・地下街等電波遮蔽空間における地上デジタル放送の視聴範囲の拡大を目的とし

た再送信については、平成 17 年度に、都営地下鉄三田線の内幸町から神保町の 4 駅区間（駅

ホーム、隧道内、車両内）と東京メトロの霞ヶ関駅（駅構内）を実証フィールドとして、「地

上デジタル放送の電波遮蔽空間における受信に関する調査研究」が行われた。

本事業では、図表 1.2.1-8 に示すように、地上デジタル放送と音声放送（デジタル音声放

送、FM 放送、AM 放送）を地下鉄駅ホームや地下鉄駅構内等に再送信し、電界強度・電波

受信品質・電波伝搬特性の測定、地上への電波漏洩の確認、地下鉄既設設備への影響の評

価等を行うことにより、既設設備の活用も含めた最適な再送信システムに関する検討が行

われた。

都営地下鉄三田線と東京メトロをフィールドとした実証環境は、図表 1.2.1-9 に示す通り

である。

①公設型地域公共光
ファイバ

①公設型地域公共光
ファイバ

・情報ハイウェイや地域イントラネット等の既存網の利用にあたっては、IPでの利用
が前提になっている場合が多いが、県単位で受信およびIPでの送信設備を共用
することで安価にシステムを構築・維持することが出来る。
・但し、IPマルチキャストの実装や通信帯域の確保の問題を解決する必要がある。

・情報ハイウェイや地域イントラネット等の既存網の利用にあたっては、IPでの利用
が前提になっている場合が多いが、県単位で受信およびIPでの送信設備を共用
することで安価にシステムを構築・維持することが出来る。
・但し、IPマルチキャストの実装や通信帯域の確保の問題を解決する必要がある。

中継伝送路中継伝送路 経済性を中心とした特徴経済性を中心とした特徴

②借上型光ファイバ②借上型光ファイバ ・回線距離に比例する通信事業者からの提供コストに留意する必要がある。
・専有利用が可能であればRF伝送が低コストとなる。
・回線距離に比例する通信事業者からの提供コストに留意する必要がある。
・専有利用が可能であればRF伝送が低コストとなる。

③携帯電話基地局間
通信用光ファイバ

③携帯電話基地局間
通信用光ファイバ

・携帯電話の基地局を受信点やギャップフィラー等の送信点として使う場合には、
安価に提供出来る可能性がある。
・光ファイバそのものの借上コストは、自治体が整備・保有している場合を除いて、
借上型光ファイバと同程度かそれ以上のコストとなる。

・携帯電話の基地局を受信点やギャップフィラー等の送信点として使う場合には、
安価に提供出来る可能性がある。
・光ファイバそのものの借上コストは、自治体が整備・保有している場合を除いて、
借上型光ファイバと同程度かそれ以上のコストとなる。

④CATV向けマイクロ
波無線

④CATV向けマイクロ
波無線

・山間地域、諸島地域、大きな河川など光ファイバの敷設が困難な地域では有効。
・但し、機器設備コストが高額であるため限定的な利用となることが予想される。
・山間地域、諸島地域、大きな河川など光ファイバの敷設が困難な地域では有効。
・但し、機器設備コストが高額であるため限定的な利用となることが予想される。

⑤無線インターネット⑤無線インターネット ・現状では到達距離やコストに問題があり、中継伝送路として必ずしも利用に適し
ていない。マイクロ波無線と同様に限定的な用途が一般的と思われる。
・今後、周波数帯利用の拡張に伴い、より安価に提供できる可能性がある。

・現状では到達距離やコストに問題があり、中継伝送路として必ずしも利用に適し
ていない。マイクロ波無線と同様に限定的な用途が一般的と思われる。
・今後、周波数帯利用の拡張に伴い、より安価に提供できる可能性がある。

⑥ギャップフィラー⑥ギャップフィラー ・比較的短距離での山間地域、諸島地域、河川横断等の中継として利用でき、中
継局から利用者の受信環境までの極小の中継局として広く使うことが出来る。
・多段で利用する場合には、山間部の谷沿いの地域に対し、中継と同時に地域を
面としてカバーすることにより、全体として安価に実現することが可能と思われる。
・従来の共聴設備利用に比べ、携帯電話などのワンセグ放送のサービスが可能で
あり、防災情報の即時提供の観点からも普及が期待される。

・比較的短距離での山間地域、諸島地域、河川横断等の中継として利用でき、中
継局から利用者の受信環境までの極小の中継局として広く使うことが出来る。
・多段で利用する場合には、山間部の谷沿いの地域に対し、中継と同時に地域を
面としてカバーすることにより、全体として安価に実現することが可能と思われる。
・従来の共聴設備利用に比べ、携帯電話などのワンセグ放送のサービスが可能で
あり、防災情報の即時提供の観点からも普及が期待される。
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図表 1.2.1-8 地上デジタル放送の電波遮蔽空間における受信の検証項目

図表 1.2.1-9 地上デジタル放送の電波遮蔽空間における受信の実証環境

車両用送信アンテナ

車両用受信アンテナ車両用受信補助設備

電界強度等測定
電界強度等測定

再送信設備： ①既存LCX
②子機／ホーム用アンテナ（約300m毎に設置）
③車両送信アンテナ

上記３設備（①～③）のON／OFFの組合わせを変えて電界強
度等を測定し、将来のあるべきインフラ構成を研究した。

再送信設備： ①既存LCX
②子機／ホーム用アンテナ（約300m毎に設置）
③車両送信アンテナ

上記３設備（①～③）のON／OFFの組合わせを変えて電界強
度等を測定し、将来のあるべきインフラ構成を研究した。

車両用送信アンテナ

車両用受信アンテナ車両用受信補助設備

電界強度等測定
電界強度等測定

再送信設備： ①既存LCX
②子機／ホーム用アンテナ（約300m毎に設置）
③車両送信アンテナ

上記３設備（①～③）のON／OFFの組合わせを変えて電界強
度等を測定し、将来のあるべきインフラ構成を研究した。

再送信設備： ①既存LCX
②子機／ホーム用アンテナ（約300m毎に設置）
③車両送信アンテナ

上記３設備（①～③）のON／OFFの組合わせを変えて電界強
度等を測定し、将来のあるべきインフラ構成を研究した。

地上デジタル放送の再送信

①地上デジタル放送の
再送信に関する調
査研究

①地上デジタル放送の
再送信に関する調
査研究

・電波遮蔽空間への地上デジタル放送再送信設備に関する有効性検証
地下鉄既設設備であるLCX(列車無線用漏洩同軸ケーブル)の共用、LCX
未設置区域の代用手段として小型中継機ギャップフィラー、プラットホーム用
アンテナ、車両内向けの受信補助設備の有効性に関する検証

・電波遮蔽空間への地上デジタル放送再送信設備に関する有効性検証
地下鉄既設設備であるLCX(列車無線用漏洩同軸ケーブル)の共用、LCX
未設置区域の代用手段として小型中継機ギャップフィラー、プラットホーム用
アンテナ、車両内向けの受信補助設備の有効性に関する検証

・最適な地上デジタル放送再送信システムに関する検討
再送信設備の組合せ別による基礎データ測定（電界強度、C/N、ＢＥＲ、遅
延プロファイル）および携帯端末の受信画面評価による最適な再送信システ
ムの検討

・最適な地上デジタル放送再送信システムに関する検討
再送信設備の組合せ別による基礎データ測定（電界強度、C/N、ＢＥＲ、遅
延プロファイル）および携帯端末の受信画面評価による最適な再送信システ
ムの検討

②音声放送の再送信
に関する調査研究

②音声放送の再送信
に関する調査研究

・電波遮蔽空間への音声放送再送信設備に関する基礎データ測定
デジタル音声放送、FM放送、AM放送に関する再送信設備の地下空間にお
ける電界強度や電波伝搬特性の測定、地上への電波漏洩確認、携帯端末
による受信品質評価

・電波遮蔽空間への音声放送再送信設備に関する基礎データ測定
デジタル音声放送、FM放送、AM放送に関する再送信設備の地下空間にお
ける電界強度や電波伝搬特性の測定、地上への電波漏洩確認、携帯端末
による受信品質評価

・最適な音声放送再送信システムに関する検討
デジタル音声放送、FM放送、AM放送に関する既設設備の活用も含めた最
適な再送信システムの検討

・最適な音声放送再送信システムに関する検討
デジタル音声放送、FM放送、AM放送に関する既設設備の活用も含めた最
適な再送信システムの検討
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図表 1.2.1-9 地上デジタル放送の電波遮蔽空間における受信の実証環境（続き）

（地上に設置） 地下鉄出入口

中継増幅器

受信空中線

移動測定台車

地下通路

地上電波との干渉調査

曲り角の影響調査電界強度等測定

送信空中線

（地上に設置） 地下鉄出入口

中継増幅器

受信空中線

移動測定台車

地下通路

地上電波との干渉調査

曲り角の影響調査電界強度等測定

送信空中線

音声放送（デジタル音声放送、FM放送、AM放送）の再送信

地上デジタル放送の再送信では、設計・構築した実証システムは、ATO（Automatic Train

Operation）地上設備、列車無線、低圧電源装置、警察・消防無線など、地下鉄既設設備に

影響を与えないことが確認された。また、地下鉄車両の形式や加減速に関わらず、ノイズ

レベルが実証システムに影響を与えないことが確認された。電波漏洩に関しては、階段シ

ャッターを境界分解点として、シャッター前での電界強度が 45dBμV/m 以下であれば、地

上への電波漏洩の影響が無くなり、遅延の調整も不要になると分析された。一方、既設設

備の LCX（漏洩同軸ケーブル）は周波数特性が異なることが予想されるため、個々の区間

によってケース・バイ・ケースで再送信システムを設計することが必要とされている。

音声放送の再送信も同様に、設計・構築した実証システムは、火災検知器、案内表示装

置、時計装置、案内放送装置など地下鉄既設設備や、運転車両の運転・安全装置、通信装

置に影響を与えないことが確認された。一方、FM 放送や AM 放送については、地上にお

ける放送波の受信環境に違いがあるため、再送信システムに受信レベルを調整する機能を

付ける必要があるとされている。

このように、地下鉄・地下街等電波遮蔽空間への再送信については、既設設備の特性を

考慮した上で、相互に影響を及ぼさないよう最適な再送信システムを設計することが重要

であり、場所によってケース・バイ・ケースでの対応が必要になるものと推察される。
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(3)多様な視聴手段の提供を目的とした再送信

地上デジタル放送の多様な視聴手段の提供を目的とした再送信については、平成 17 年度

に岩手県、東京都三鷹市、高知県を実証フィールドとした「通信インフラを活用した地上

デジタル放送伝送に関する調査研究」ならびに茨城県を実証フィールドとした「高度なデ

ータ放送に関する調査研究」の中で、IP マルチキャスト信号伝送に関する調査研究として

行われた。

平成 17 年度の調査研究では、図表 1.2.1-1 の④に示す通り、地上デジタル放送の同一性

を保持しながら確実に再送信する IP マルチキャストの技術的な可能性に関する検証が行わ

れた。IP マルチキャスト信号伝送について、エリア限定配信、同一性保持、全チャンネル

同時伝送、遅延等に関する検証を行うと共に、IP マルチキャスト信号伝送と RF 信号伝送

の映像品質に関する比較検証を行い、技術的な有効性を確認した。

本調査研究に関する岩手県、東京都三鷹市、高知県の各フィールドにおける実証環境は、

前記の図表 1.2.1-2～図表 1.2.1-4 に示す通りである。また、茨城県のフィールドにおける実

証環境を図表 1.2.1-10 に示す。

図表 1.2.1-10 地上デジタル放送の IP マルチキャスト信号伝送の実証環境（茨城県）
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平成 18 年度は、東京都武蔵野市を実証フィールドとして、「高圧縮符号化技術を用いた

IP マルチキャストによる地上デジタル放送の再送信に関する調査研究」が行われた。本事

業では、平成 17 年度事業の内容を更に推し進めて、高圧縮符号化技術 H.264/AVC を用い

た地上デジタル放送の IP マルチキャスト信号伝送について、技術面だけでなく運用面も含

めた幅広い検証が行われた。図表 1.2.1-11 に示す通り、技術面については、H.264/AVC を

用いた映像の品質評価、地上デジタル放送サービスとの同一性検証、遅延時間の測定

（end-to-end、チャンネル切替）、IP 再送信映像の 2 チャンネル同時視聴やチャンネル切替

動作に関する検証などが行われた。また、運用面については、監視等のシステム運用、設

備設計、物理設備やシステムのセキュリティ、利用者対応、サービス導入に当たっての制

度や事業化の在り方に関する検討が行われた。

東京都武蔵野市のフィールドにおける実証環境は、図表 1.2.1-12 に示す通りである。

図表 1.2.1-11 高圧縮符号化技術を用いた IP マルチキャスト信号伝送の検証項目

図表 1.2.1-12 高圧縮符号化技術を用いた IP マルチキャスト信号伝送の実証環境

①高圧縮符号化技術を
用いたIP再送信シス
テムの技術検証

①高圧縮符号化技術を
用いたIP再送信シス
テムの技術検証

・高圧縮符号化技術を用いた映像の品質評価
H.264/AVCを用いた地上デジタル放送のIP再送信映像に関する品質評価

・高圧縮符号化技術を用いた映像の品質評価
H.264/AVCを用いた地上デジタル放送のIP再送信映像に関する品質評価

・地上デジタル放送サービスとの同一性の検証
IP再送信映像と地上デジタル放送サービス（映像、音声、データ放送、字幕、
EPGなど）の同一性に関する検証

・地上デジタル放送サービスとの同一性の検証
IP再送信映像と地上デジタル放送サービス（映像、音声、データ放送、字幕、
EPGなど）の同一性に関する検証

・遅延時間の測定
IP再送信映像の遅延時間（end-to-end、チャンネル切替）に関する検証

・遅延時間の測定
IP再送信映像の遅延時間（end-to-end、チャンネル切替）に関する検証

・伝送路の高効率使用方法に関する検証
IP再送信映像の2チャンネル同時視聴、チャンネル切替動作に関する検証

・伝送路の高効率使用方法に関する検証
IP再送信映像の2チャンネル同時視聴、チャンネル切替動作に関する検証

②IP再送信システムの
運用に関する検討

②IP再送信システムの
運用に関する検討

・IP再送信システムの運用の在り方に関する調査研究
システム運用(監視等)・設備設計・セキュリティ(物理設備・システム)・利用
者対応・サービス導入(制度・事業化)の在り方に関する検討

・IP再送信システムの運用の在り方に関する調査研究
システム運用(監視等)・設備設計・セキュリティ(物理設備・システム)・利用
者対応・サービス導入(制度・事業化)の在り方に関する検討

IP配信センターIP配信センター

受信

モニター
（東京都内50箇所程度）

モニター
（東京都内50箇所程度）

IP-STBMPEG2→H.264
へ変換

スクランブル
ＩＰ格納 等

ルータ

NGNトライアル網
（IPｖ6マルチキャスト網）

-地域限定機能-
光ファイバ ONU

H.264/AVC

※STB内蔵型TVなどの受信端末も用意

地上デジタル放送
民放5局、NHK（総合、教育）
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平成 17 年度と平成 18 年度の事業を通じ、高圧縮符号化技術 H.264/AVC を採用した場合

を含む地上デジタル放送の IP マルチキャスト信号伝送について、地上デジタル放送サービ

スとの同一性ならびに映像と映像以外の信号の同期性が保持されていることを確認し、実

用上問題の無いことが検証された。遅延時間の測定についても、End-to-End 遅延時間およ

びチャンネル切替時間はそれぞれ 4 秒程度と、実用上大きな問題にならないことが確認さ

れた。また、H.264/AVC 10Mbps トランスコードの画質は、地上デジタル放送と同等かそ

れに近い画質で再送信可能であることも確認され、画質調整や継承符号化機能の採用等に

より、殆ど劣化を感じさせない映像伝送の可能性が期待される。伝送路の高効率使用方法

に関する検証では、1 つのネットワーク接続点に 2 台の受信端末を接続しても 2 チャンネル

同時視聴が可能なことも確認された。
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1.2.2 携帯端末向け放送の公共利活用に係る調査研究

携帯端末向け放送の公共利活用に係る調査研究では、国民が生活支援ツールとして最も

身近に利用し、インターネットやワンセグなど通信・放送連携機能を高度化している携帯

電話を対象に、(1)携帯端末向け放送の防災利活用、(2)携帯端末向け放送の教育利活用、(3)

データ放送の高度利活用、という 3 つの調査研究が行われた。

(1)携帯端末向け放送の防災利活用

携帯端末向け放送の防災利活用については、平成 17 年度の「携帯端末向け放送の公共分

野における利活用に関する調査研究」において、北海道札幌市を実証フィールドとしたワ

ンセグ携帯端末の放送波自動遠隔起動システムに関する本格的な実証実験が行われた。

携帯電話や固定電話等の通信ネットワークでは、特に被災地周辺関係者の集中通信によ

る輻輳の影響により、ネットワークがつながりにくくなり、行政機関から住民に緊急情報

を伝達することが困難になる。これは都市の規模が大きくなるほど問題になる。このよう

な緊急を要する災害時において、輻輳の無い放送波によってワンセグ携帯電話を自動遠隔

起動し、迅速かつ正確な映像情報を提供することは、地域住民の生命と財産を守る上で最

も効果が期待されるところである。

本事業では、図表 1.2.2-1 に示すような地上デジタル放送と携帯電話システムが連携した

ネットワークを、新たな通信・放送連携型インフラとして位置付けており、街中や地下遮

蔽空間等を含む広範なエリアにおいてワンセグ携帯端末を輻輳無く緊急起動し、災害時に

必要な情報を地上デジタル放送やインターネットを介して適切に提供可能とする環境の実

現を目的としている。

図表 1.2.2-1 本事業で想定する通信・放送連携型インフラの全体像

携帯端末用コンテンツ
管理・編成システム

ワンセグ携帯端末
システム

放送局送出システムネットワークシステム
札幌市

危機管理対策室

気象庁
開発局

自営気象データ
（地域内）
雨量計
降雨センサ
河川情報

その他の
自治体・省庁

データセンターシステム

インタフェースインタフェース

地上デジタルTV地上デジタルTV

インターネットインターネット

携帯WEB携帯WEB

・・・・・・

インターネットインターネット

各携帯キャリア

地上

再送信システム

地下街

各放送事業者

O/EE/O
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平成 17 年度の事業では、このような通信・放送連携型インフラの構成要素として、ワン

セグ携帯端末システム、放送局送出システム、ネットワークシステム、データセンターシ

ステム、地下街等電波遮蔽空間への再送信システムの 5 つのサブシステムを取り上げ、図

表 1.2.2-2 に示す調査研究を行った。

特に、本事業の主要テーマである「ワンセグ携帯端末システムに関する調査研究」につ

いては、地上デジタル放送波の伝送制御信号である TMCC（Transmission and

Multiplexing Configuration Control）を、ワンセグ携帯端末の電力保持時間を大幅に損な

うことなく受信し、緊急警報放送用起動フラグを監視する受信回路ならびにその受信回路

を搭載した TMCC 監視・受信端末起動装置を試作し、ワンセグ携帯端末等と組み合わせて

実証システムを構築した。そして、実証フィールドとして定めた札幌市全体の 50 地点（2km

×3km 区画内に設定した 1 巡 200m～300m の 50 ルート）の小街区において、ワンセグ受

信電界強度、緊急警報放送到達率、放送波自動遠隔起動成功率等の測定を行い、ワンセグ

携帯端末の放送波自動遠隔起動システムについて緊急起動動作に関する正確性および有効

性に関する検証を行った。

北海道札幌市のフィールドで用いた実証システムとして、緊急警報放送用起動フラグ監

視・受信回路を図表 1.2.2-3 に、ワンセグ携帯端末システム模擬環境を図表 1.2.2-4 に示す。

図表 1.2.2-2 携帯端末向け放送の防災利活用に関する検証項目（北海道札幌市）

【主な検証項目】

・TMCCキャリアの緊急警
報放送用起動フラグを
間欠的に監視する低消
費電力回路技術の研究

・上記回路を組み込んだ
緊急起動装置とワンセ
グ携帯端末による実証
環境の構築

・実証環境エリア内（50
ポイント程度）の緊急起
動成功率や緊急警報到
達率などの検証

・ワンセグ携帯端末の緊
急起動後動作の正確性
に関する検証

・ワンセグ携帯端末のノイ
ズ等に起因する誤起動
等の検証

【主な検証項目】

・TMCCキャリアの緊急警
報放送用起動フラグを
間欠的に監視する低消
費電力回路技術の研究

・上記回路を組み込んだ
緊急起動装置とワンセ
グ携帯端末による実証
環境の構築

・実証環境エリア内（50
ポイント程度）の緊急起
動成功率や緊急警報到
達率などの検証

・ワンセグ携帯端末の緊
急起動後動作の正確性
に関する検証

・ワンセグ携帯端末のノイ
ズ等に起因する誤起動
等の検証

②携帯端末の特徴を
活かしたコンテンツ
に関する調査研究

②携帯端末の特徴を
活かしたコンテンツ
に関する調査研究

①携帯端末向け放送
を機軸とした通信・
放送連携型インフ
ラの技術基盤に関
する調査研究

①携帯端末向け放送
を機軸とした通信・
放送連携型インフ
ラの技術基盤に関
する調査研究

・ワンセグ携帯端末システムに関する調査研究
ワンセグの緊急警報放送用起動フラグを受信する低
消費電力回路を組み込んだ携帯端末システムの緊
急起動動作の正確性・有効性に関する検証

・ワンセグ携帯端末システムに関する調査研究
ワンセグの緊急警報放送用起動フラグを受信する低
消費電力回路を組み込んだ携帯端末システムの緊
急起動動作の正確性・有効性に関する検証

・放送局送出システムに関する調査研究
ワンセグ携帯端末システムの放送波緊急起動に必
要な放送局送出システムと専用コンテンツの有効性
に関する検討

・放送局送出システムに関する調査研究
ワンセグ携帯端末システムの放送波緊急起動に必
要な放送局送出システムと専用コンテンツの有効性
に関する検討

・ネットワークシステムに関する調査研究
自治体や防災関係機関がデータセンターを介して防
災情報を安全かつ安定に交換するためのネットワー
クインフラの所要機能の検討

・ネットワークシステムに関する調査研究
自治体や防災関係機関がデータセンターを介して防
災情報を安全かつ安定に交換するためのネットワー
クインフラの所要機能の検討

・データセンターシステムに関する調査研究
自治体や防災関係機関が防災情報を有効活用する
ための共用データセンターの所要機能の検討

・データセンターシステムに関する調査研究
自治体や防災関係機関が防災情報を有効活用する
ための共用データセンターの所要機能の検討

・地下街等への送信に関する調査研究
地下街等電波遮蔽空間にワンセグの緊急警報放送
信号を再送信するシステムの検討

・地下街等への送信に関する調査研究
地下街等電波遮蔽空間にワンセグの緊急警報放送
信号を再送信するシステムの検討

・ワンセグコンテンツの教育利活用に関する調査研究
教育分野における携帯端末用コンテンツの管理・編
成機能およびリアルタイム参加型番組生成機能のあ
り方と有効性に関する検証

・ワンセグコンテンツの教育利活用に関する調査研究
教育分野における携帯端末用コンテンツの管理・編
成機能およびリアルタイム参加型番組生成機能のあ
り方と有効性に関する検証
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図表 1.2.2-3 本事業で試作した緊急警報放送用起動フラグの監視・受信回路

図表 1.2.2-4 ワンセグ携帯端末システムの模擬環境（北海道札幌市）

平成 18 年度の事業では、神奈川県横須賀市 YRP（横須賀リサーチパーク）を実証フィー

ルドとした「携帯端末向け放送の公共分野における高度利活用に関する調査研究」におい

て、自動遠隔起動可能な一体型ワンセグ携帯端末システムの社会有用性に関する検証が行

われた。本事業では、平成 17 年度に試作された TMCC 監視・受信端末起動装置を、図表

1.2.3-5 に示す通り既存の携帯電話と同程度の大きさまで小型化し、ワンセグ携帯端末と一

体化したシステムを用いることで、地域住民参加による社会的有用性を検証するための実

証システムが構築された。

緊急警報放送用起動フラグの監視回路の基板

seg

＃0
(429kHz)

seg

＃11
(429kHz)

seg

＃9
(429kHz)

seg

＃7
(429kHz)

seg

＃5
(429kHz)

seg

＃3
(429kHz)

周波数

seg

＃1
(429kHz)

seg

＃2
(429kHz)

seg

＃4
(429kHz)

seg

＃6
(429kHz)

seg

＃8
(429kHz)

seg

＃10
(429kHz)

seg

＃12
(429kHz)

緊急警報信号

地上デジタル放送 (帯域幅6MHz)

bit203

伝送制御信号
bit26

bit0

ヘッダ 時間

伝送制御信号

ヘッダ

伝送制御信号

ヘッダ

伝送制御信号

ヘッダ

周波数

ワンセグ放送サービス

Seg

＃0
(429kHz)

送出周期：0.2秒

seg

＃0
(429kHz)

seg

＃11
(429kHz)

seg

＃9
(429kHz)

seg

＃7
(429kHz)

seg

＃5
(429kHz)

seg

＃3
(429kHz)

周波数

seg

＃1
(429kHz)

seg

＃2
(429kHz)

seg

＃4
(429kHz)

seg

＃6
(429kHz)

seg

＃8
(429kHz)

seg

＃10
(429kHz)

seg

＃12
(429kHz)

緊急警報信号

地上デジタル放送 (帯域幅6MHz)

bit203

伝送制御信号
bit26

bit0

ヘッダ 時間

伝送制御信号

ヘッダ

伝送制御信号

ヘッダ

伝送制御信号

ヘッダ

周波数

ワンセグ放送サービス

Seg

＃0
(429kHz)

送出周期：0.2秒

ワンセグ復調LSI

ワンセグチューナ部（LSI）
周波数領域においてワンセグメントに含まれるOFDMキャリア432本中、
4本のTMCCキャリアのうち2本のみを、また時間領域において約0.2秒
周期で受信される緊急起動フラグのみを間欠的に監視。
大幅な省電力化を可能とし、受信誤り率特性の劣化がない。
緊急警報放送用起動フラッグ検出部はFPGA（Field Programmable
Gate Array）技術を用いており、将来の専用IC化が比較的容易。

周波数領域においてワンセグメントに含まれるOFDMキャリア432本中、
4本のTMCCキャリアのうち2本のみを、また時間領域において約0.2秒
周期で受信される緊急起動フラグのみを間欠的に監視。
大幅な省電力化を可能とし、受信誤り率特性の劣化がない。
緊急警報放送用起動フラッグ検出部はFPGA（Field Programmable
Gate Array）技術を用いており、将来の専用IC化が比較的容易。

緊急警報放送用起動
フラグ検出部（FPGA）

手稲山放送所

NHK札幌局

カラーバー
1kHz音声
緊急起動信号

GPS
（時刻基準）

TMCC監視・受信端末起動部

ワンセグ携帯
受信部

1kHz音声確認/
ビット変換部

GPS受信部

ハブ
自動記録ソフト

搭載PC

電源

ワンセグ携帯端末システムの模擬環境（測定システム）
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図表 1.2.2-5 自動遠隔起動可能な一体型ワンセグ携帯端末システムの実証環境

ワンセグ携帯電話
との一体化

ワンセグ携帯電話
との一体化

TMCC監視・受信端末起動装置の小型化
（左：平成17年度末 右：平成18年度末）
TMCC監視・受信端末起動装置の小型化
（左：平成17年度末 右：平成18年度末）

ワンセグ携帯電話
との一体化

ワンセグ携帯電話
との一体化

TMCC監視・受信端末起動装置の小型化
（左：平成17年度末 右：平成18年度末）
TMCC監視・受信端末起動装置の小型化
（左：平成17年度末 右：平成18年度末）

平成 17 年度と平成 18 年度の事業を通じて、携帯端末向け放送システムの放送波自動遠

隔起動システムについて、緊急警報放送用起動フラグによる緊急起動装置を実証し、動作

の有効性を確認すると共に、小型・一体化の開発を進めることで将来の LSI 化に見通しを

つけることが出来た。この実証システムによる、実フィールドの日常利用環境において、

信号耐性が異なる緊急警報放送信号とワンセグの受信率を初めて測定し、図表 1.2.2-6 に示

すように測定区画 50 地点の TMCC 受信率はほぼ 100％、ワンセグ受信率は 3 区画を除い

て 50％以上であることが確認された。他方、現在のワンセグ携帯端末では、ワンセグコン

テンツ視聴機能を起動するのに 10 秒程度の時間を要するため、地震接近の予報（P 波から

S 波接近の予報）のような秒を争う緊急情報を提供する場合には、速報性が確保される専

用警告システムで通知を行うなどのシステム拡張の有効性が指摘された。TMCC 受信率の

高さ（実証環境の測定区画 50 地点で 100％）ならびにワンセグコンテンツ視聴に要する起

動時間（10 秒程度）を考慮すると、秒を争う緊急情報を伝達する場合を想定し、TMCC 受

信のみでブザー音等により緊急情報を伝達する仕組みも併せて実装することが有効と考察

された。

放送波自動遠隔システムの社会的有用性については、災害時などの情報提供手段として

有用性の高さが実証された。ワンセグによる情報提供は、地上波放送という普段から最も

身近に慣れ親しんでいるメディアを通じた報道であるため、誰にでも分かりやすく重要な

情報を伝えられると共に、具体的な防災行動を誘導する力が高いと考えられる。そのため、

前述した LSI 化によるワンセグ携帯端末への内蔵も含め、出来るだけ使い勝手の良い形で

の実用化が求められている。また、システムの利活用を効果的に進めるため、サービス利

用可能エリアの整備と周知、防災訓練などの啓蒙活動を通じた社会的コンセンサス作りが

必須と考えられる。
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図表 1.2.2-6 緊急警報放送信号とワンセグの受信率測定結果（北海道札幌市）

凡例
■ TMCC受信可
凡例
■ TMCC受信可

NO.12は受信率99.7％
NO.14は受信率87.7％
その他は受信率100％
※NO.45はTMCC受信率100％

NO.12は受信率99.7％
NO.14は受信率87.7％
その他は受信率100％
※NO.45はTMCC受信率100％

測定区画50地点のTMCC受信可否

凡例
■ ワンセグ受信率90％以上
■ ワンセグ受信率50％以上
■ ワンセグ受信率50％未満

凡例
■ ワンセグ受信率90％以上
■ ワンセグ受信率50％以上
■ ワンセグ受信率50％未満

測定区画50地点のワンセグ受信可否

NO.36は受信率41.4％
NO.40は受信率49.0％
NO.45は受信率3.3％

NO.36は受信率41.4％
NO.40は受信率49.0％
NO.45は受信率3.3％
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(2) 携帯端末向け放送の教育利活用

携帯端末向け放送の教育利活用については、平成 17 年度の「携帯端末向け放送の公共分

野における利活用に関する調査研究」の中で、東京都品川区を実証フィールドとして、教

育分野におけるワンセグ携帯端末用コンテンツの利活用の在り方について検討が行われた。

本事業は、図表 1.2.2-2 に示した「携帯端末の特徴を活かしたコンテンツに関する調査研

究」に該当するもので、教育分野に焦点をあて、ワンセグ携帯端末用のコンテンツ管理・

編成装置とリアルタイム参加型番組生成装置を使って行われる授業の有効性について検証

を行ったものである。教育用プロトタイプコンテンツは、教師および児童・生徒が実際に

授業に使用することを前提に、品川区の小中一貫教育で実施されている反復型教育手法の

ステップアップ学習の考え方をベースに作成した。そして実証環境として、児童・生徒な

ど機動力を有する視聴者からの反応やコンテンツの提供をリアルタイムに収集しながら教

育番組を生成する装置と、それに対応できるようワンセグ用コンテンツ（映像およびデー

タ）と通信用データコンテンツを統合的に管理し番組編成に活用する装置を構築し、実際

の小学校の授業において有用性を検証した。

東京都品川区のフィールドにおける実証環境を図表 1.2.2-7 と図表 1.2.2-8 に示す。

図表 1.2.2-7 携帯端末向け放送の教育利活用に関する実証環境（東京都品川区）
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図表 1.2.2-8 アルタイム参加型番組生成装置を使った番組生成の様子（東京都品川区）

アバタとして番組に出演する児童達アバタとして番組に出演する児童達

リアルタイム参加型番組生成装置の動作フローリアルタイム参加型番組生成装置の動作フロー

リアルタイム参加型番組生成の様子リアルタイム参加型番組生成の様子

実証実験を通じて、児童のワンセグ活用意欲の高さ、授業を担当した教師および実験に

立ち会った学校責任者によるワンセグを活用した授業の有用性が評価された。また、実用

化に向けて、教育コンテンツとしての品質を維持したままコンテンツの種類と量の拡大の

必要性が指摘された。

有識者による評価では、ワンセグの利用が学習に対するモチベーションを高める上で効

果的であること、同期型と非同期型の参加を可能とするワンセグ携帯端末は品川区小中一

貫教育で導入しているステップアップ学習の求める習熟プロセス（PDCA サイクル）実施

にあたって有用であること等が指摘された。また、今後、教育分野においてワンセグ携帯

端末を活用することにより、児童・生徒が連帯感を持って学習意欲を高められることへの

期待も寄せられた。
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(3)データ放送の高度利活用

ワンセグ携帯端末のデータ放送の高度利活用については、平成 17 年度に、静岡県、富山

県、兵庫県、茨城県を実証フィールドとして、「高度なデータ放送に関する調査研究」が行

われた。本事業では、図表 1.2.2-9 に示すように、①ワンセグデータ放送を活用したきめ細

かな情報伝達の方法、②ワンセグデータ放送を活用したリアルタイム情報伝達の方法、③

運用主体の異なる情報提供システム連携の在り方、の 3 項目に関する調査研究が行われた。

図表 1.2.2-9 データ放送の高度利活用の検証項目（静岡県、富山県、兵庫県、茨城県）

①ワンセグデータ放送を活用したきめ細かな情報伝達の方法に関する調査研究では、全

地球測位システム（GPS：Global Positioning System）で視聴者の位置情報を取得するな

ど指定された場所に関連する地図を、地理情報システム（GIS：Geographic Information

System）を活用して防災情報に付加し、データ放送コンテンツとして提供するシステムや、

ワンセグ携帯端末の永続記憶領域（NVRAM：Non Volatile RAM）に配信地域や対象者を

判別する特定情報を予め記録し、災害・緊急時にデータ放送コンテンツを選択的に表示す

るシステムについて、技術的な可能性や有用性の検証が行われた。②ワンセグデータ放送

を活用したリアルタイム情報伝達の方法に関する調査研究では、既存のカルーセル方式よ

りも迅速な情報伝達を可能とする PCR（Program Clock Reference）パケットの空き領域

・PCRパケットを有効利用したリアルタイム情報伝達方式の調査研究
従来のカルーセル方式に比べて遅延の少ない、PCRパケットの空き領域を活用す
るデータ放送方式の有効性に関する検証

・PCRパケットを有効利用したリアルタイム情報伝達方式の調査研究
従来のカルーセル方式に比べて遅延の少ない、PCRパケットの空き領域を活用す
るデータ放送方式の有効性に関する検証

①データ放送を活
用したよりきめ細
かな情報伝達の
方法に関する調
査研究

①データ放送を活
用したよりきめ細
かな情報伝達の
方法に関する調
査研究

・GISを活用した防災情報伝達方式の調査研究
地理情報システム（GIS）を活用して、地域を特定して地図情報を付加した防災情
報を的確に配信するシステムの有用性に関する検証

・GISを活用した防災情報伝達方式の調査研究
地理情報システム（GIS）を活用して、地域を特定して地図情報を付加した防災情
報を的確に配信するシステムの有用性に関する検証

・NVRAMで配信地域・対象者を特定する情報伝達方式の調査研究
ワンセグ携帯端末の永続記憶領域（NVRAM）に、防災担当者を特定する情報を予
め記録し、災害・緊急時にデータ放送コンテンツを防災担当者に対し選択的に提
示するシステムの有効性に関する検証

・NVRAMで配信地域・対象者を特定する情報伝達方式の調査研究
ワンセグ携帯端末の永続記憶領域（NVRAM）に、防災担当者を特定する情報を予
め記録し、災害・緊急時にデータ放送コンテンツを防災担当者に対し選択的に提
示するシステムの有効性に関する検証

②データ放送を活
用したリアルタイ
ム情報伝達に関
する調査研究

②データ放送を活
用したリアルタイ
ム情報伝達に関
する調査研究

③運用主体の異な
る情報提供シス
テム連携の在り
方に関する調査
研究

③運用主体の異な
る情報提供シス
テム連携の在り
方に関する調査
研究

・TVCMLによる情報提供システム構築に関する調査研究
複数の地方自治体から収集した公共情報を、複数の放送事業者が利用可能な
共通形式TVCMLフォーマットに変換して提供するシステムの有効性に関する検証

・TVCMLによる情報提供システム構築に関する調査研究
複数の地方自治体から収集した公共情報を、複数の放送事業者が利用可能な
共通形式TVCMLフォーマットに変換して提供するシステムの有効性に関する検証

・情報自動収集配信システムにおける配信処理時間の調査研究
地方自治体やライフライン事業者など複数の異なる情報提供者から、WEBサイト
やメール配信サービスで提供されている防災情報を自動収集し、放送事業者に配
信するシステムの実用性に関する検証

・情報自動収集配信システムにおける配信処理時間の調査研究
地方自治体やライフライン事業者など複数の異なる情報提供者から、WEBサイト
やメール配信サービスで提供されている防災情報を自動収集し、放送事業者に配
信するシステムの実用性に関する検証

・原子力防災における情報提供システムの調査研究
EA（Enterprise Architecture）手法を用いて、自治体をはじめ原子力防災に関わ
る様々な機関から情報を収集し、データ放送を活用して提供するシステムの在り
方に関する検討

・原子力防災における情報提供システムの調査研究
EA（Enterprise Architecture）手法を用いて、自治体をはじめ原子力防災に関わ
る様々な機関から情報を収集し、データ放送を活用して提供するシステムの在り
方に関する検討
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を活用する方式について検証が行われた。また、③運用主体の異なる情報提供システム連

携の在り方に関する調査研究では、異なる様式で作成されている複数の地方自治体から収

集した公共情報を、複数の放送事業者が利用可能となる共通形式 TVCML フォーマットに

変換して提供するシステムや、地方自治体のホームページで公開されている災害・緊急情

報を自動的に取得して放送事業者に配信するシステム等の有用性が検証された。各調査研

究の実証環境は図表 1.2.2-10～図表 1.2.2-14 に示す通りである。

図表 1.2.2-10 GIS を活用した防災情報伝達方式の実証環境（静岡県）

図表 1.2.2-11 配信地域・対象者を特定する情報伝達方式の実証環境（静岡県・富山県）

視聴者自治体

データセンターシステム

放送局システム

気象情報
サーバ

気象情報
サーバ

GIS情報入力
・確認端末

GIS情報入力
・確認端末

GIS情報受付
サーバ

GIS情報受付
サーバ

県庁職員
情報システム
（静岡県）

県庁職員
情報システム
（静岡県）

県庁職員
情報システム
（静岡県）

県庁職員
情報システム
（静岡県）

市役所防災
情報システム
（静岡市）

市役所防災
情報システム
（静岡市）

市役所防災
情報システム
（静岡市）

市役所防災
情報システム
（静岡市）

送出装置送出装置制作装置制作装置

配信・公開
管理端末
配信・公開
管理端末

GISサーバGISサーバ

防災GIS情報防災GIS情報

GISﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽGISﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

擬似防災GIS
情報出力

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

擬似防災GIS
情報出力

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

MAPサーバMAPサーバ

地図データ地図データ

地図エンジン地図エンジン

配信サーバ配信サーバ

配信
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

配信
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

公開サーバ公開サーバ

通信
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

通信
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

非同期
連携

非同期
連携

固定受信
端末

固定受信
端末

ワンセグ
携帯端末
ワンセグ
携帯端末

電波

電波

通信

通信

視聴者
ワンセグ携帯端末

自治体
（静岡県）

放送局システム

防災情報
緊急提供
システム

防災情報
緊急提供
システム

一般向け一般向け

防災担当職員向け防災担当職員向け

県情報
入力端末
県情報

入力端末
制作装置制作装置 送出装置送出装置情報受付

サーバ
情報受付
サーバ

防災担当職員向け緊急伝達事項

一般向け緊急伝達事項

データ放送

データ放送
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図表 1.2.2-12 PCR パケットを利用したリアルタイム情報伝達方式の実証環境（富山県）

図表 1.2.2-13 運用主体の異なる情報提供システム連携の実証環境（兵庫県）

サンテレビサンテレビ広域防災情報提供
基盤システム

広域防災情報提供
基盤システム

ライフライン事業者ライフライン事業者

兵庫県兵庫県

神戸市神戸市

西宮市西宮市

手動入力

情報収集

フェニックス
防災システム

河川情報システム

道路情報システム

兵庫県
ハザードマップ

降雨情報システム

雨量情報システム

手動入力

手動入力

手動入力

情報取得
システム

ｺﾝﾃﾝﾂ
制作ｼｽﾃﾑ

運用主体の異なる既存情報システム
を連携させて、地域情報を効率的に
情報収集

情報提供

受信端末地上デジタル送出装置（北日本放送）

電子基準点

電子基準点

電子基準点

電子基準点

ＧＰＳ
解析
ｾﾝﾀｰ

ＧＰＳ
解析
ｾﾝﾀｰ

国土地理院 大阪
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多
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化
装
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多
重
化
装
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装置
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サーバ
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ﾒﾃﾞｨｱ
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ﾘｱﾙﾀｲﾑ
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送出装置

ﾜﾝｾｸﾞ
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装置

ﾜﾝｾｸﾞ
多重化
装置

NET回線

送出監視
PC

送出監視
PC

ﾘｱﾙﾀｲﾑ
ﾃﾞｰﾀ受信機

ﾘｱﾙﾀｲﾑ
ﾃﾞｰﾀ受信機

ﾜﾝｾｸﾞﾘｱﾙﾀｲﾑ
ﾃﾞｰﾀ受信機
（PCR対応）
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受信機
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Ｏ
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図表 1.2.2-14 運用主体の異なる情報提供システム連携の実証環境（茨城県）

図表 1.2.2-15 携帯端末向け放送の公共分野における高度利活用の検証項目（神奈川県）

関係機関
（国など）
関係機関
（国など）

既存システム既存システム

情報入力端末情報入力端末
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情報入力端末情報入力端末

地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

情報提供システム情報提供システム

情報収集機能
・既存ｼｽﾃﾑﾃﾞｰﾀ
の変換（自動）

・情報入力端末の
情報入力（手動）

情報提供機能
・共通ﾌｫｰﾏｯﾄ提供
・共通ｺﾝﾃﾝﾂ提供
・既存ｼｽﾃﾑ連携

通信ｺﾝﾃﾝﾂ
（ＢＭＬ）

共通ﾌｫｰﾏｯﾄ
（ＴＶＣＭＬ）

既存システム既存システム

既存システム等
・ＨＰ等への活用

情
報
連
携
用
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等

放送事業者放送事業者

情
報
取
得

編
集

送
出

他の報道機関他の報道機関

情
報
取
得

編
集

提
供

住民等住民等

移動体移動体

①ワンセグ携帯端末
システムの通信・
放送連携に関す
る調査研究

①ワンセグ携帯端末
システムの通信・
放送連携に関す
る調査研究

・放送波による自動遠隔起動に関する調査研究
地上デジタル放送の緊急警報信号によりワンセグ携帯端末を自動起動して緊
急時番組を提供するシステムと、リザーブビット信号を活用して平常時情報を提
供するシステムの社会有用性に関する検証

・放送波による自動遠隔起動に関する調査研究
地上デジタル放送の緊急警報信号によりワンセグ携帯端末を自動起動して緊
急時番組を提供するシステムと、リザーブビット信号を活用して平常時情報を提
供するシステムの社会有用性に関する検証

・ワンセグデータ放送による通信アプリケーションファイル伝送に関する調査研究
ワンセグ携帯端末のデータ放送を活用した通信アプリケーション連携ファイル伝
送システムの緊急時・平常時利活用方法と社会有用性に関する検証

・ワンセグデータ放送による通信アプリケーションファイル伝送に関する調査研究
ワンセグ携帯端末のデータ放送を活用した通信アプリケーション連携ファイル伝
送システムの緊急時・平常時利活用方法と社会有用性に関する検証

・ワンセグデータ放送によるリアルタイムデータ伝送に関する調査研究
ワンセグ携帯端末のデータ放送を活用したリアルタイムデータ伝送システムの在
り方と社会有用性に関する検証

・ワンセグデータ放送によるリアルタイムデータ伝送に関する調査研究
ワンセグ携帯端末のデータ放送を活用したリアルタイムデータ伝送システムの在
り方と社会有用性に関する検証

・ワンセグデータ放送によるセグメント別データ伝送に関する調査研究
ワンセグ携帯端末のデータ放送を活用した視聴者の位置や属性等セグメントに
より選択受信可能なデータ伝送システムの在り方と社会有用性に関する検証

・ワンセグデータ放送によるセグメント別データ伝送に関する調査研究
ワンセグ携帯端末のデータ放送を活用した視聴者の位置や属性等セグメントに
より選択受信可能なデータ伝送システムの在り方と社会有用性に関する検証

②ワンセグコンテン
ツのアクセシビリ
ティ向上に関する
調査研究

②ワンセグコンテン
ツのアクセシビリ
ティ向上に関する
調査研究

・ユニバーサルデザインによるコンテンツ作成
緊急時・災害時など素早い視認性、内容理解が求められるアプリケーションに
対して適用可能なユニバーサルデザイン表現に関する検討

・ユニバーサルデザインによるコンテンツ作成
緊急時・災害時など素早い視認性、内容理解が求められるアプリケーションに
対して適用可能なユニバーサルデザイン表現に関する検討

・コンテンツ視聴評価情報収集
ワンセグコンテンツ視聴者から評価情報（広報内容に関する意見など）を収集し
て利活用する方法に関する検討

・コンテンツ視聴評価情報収集
ワンセグコンテンツ視聴者から評価情報（広報内容に関する意見など）を収集し
て利活用する方法に関する検討
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図表 1.2.2-16 携帯端末向け放送の公共分野における高度利活用の実証環境（神奈川県）

平成 18 年度は、神奈川県横須賀市 YRP（横須賀リサーチパーク）を実証フィールドとし

た「携帯端末向け放送の公共分野における高度利活用に関する調査研究」において、平成

17 年度の成果を踏まえて、図表 1.2.2-12 に示す PCR パケットを活用した方式も含むワン

セグデータ放送のリアルタイムデータ伝送、視聴者の位置や属性情報等によりワンセグデ

ータ放送の選択受信を可能とするセグメント別データ伝送、ワンセグデータ放送による通

信アプリケーションファイル伝送等に関する技術的可能性の深耕ならびに社会的有用性の

検証が行われた。また、ワンセグコンテンツの視認性向上や素早い内容理解の実現を目指

した、ユニバーサルデザイン表現の適用によるアクセシビリティ向上に関する調査研究も

行われた。平成 18 年度事業の実証環境は図表 1.2.2-16 に示す通りである。

平成 17 年度と平成 18 年度の事業を通じて、ワンセグ携帯端末のデータ放送の高度利活

用について次のような成果が得られた。GIS を活用した防災情報伝達では、災害時の行動

支援において GIS と連動した地域情報提供システムの有効性が確認された。また、今後の

課題として、データ放送で配信する地図情報のデータ量の削減方法ならびに地図生成機構

の改善による時間短縮の必要性が指摘された。配信地域・対象者を特定する情報伝達では、

ワンセグ携帯端末の永続記憶領域に、防災担当者の職種や地域を判別する特定情報を予め

記録し、災害・緊急時にデータ放送コンテンツから選択的に防災担当者に情報提供を行う

仕組みの有効性が確認された。今後の課題としては、この仕組みの応用範囲について、実

用化に向けた具体的な検討の必要性が指摘された。ワンセグデータ放送のリアルタイムデ

ータ伝送では、PCR パケットの空き領域を活用する方式によって、従来のカルーセル方式

による情報更新速度（平均 13 秒程度）を 10 秒以上改善できることが確認され、即時的な

地震情報配信への応用などその有用性が検証された。また、新たにデータ放送帯域を確保

する必要があるが、新しいストリームを多重する方式によって、緊急情報を迅速かつ情報

●有効性の検証●有効性の検証１.ワンセグ携帯端末システムの通信・放送連携１.ワンセグ携帯端末システムの通信・放送連携

２.ワンセグコンテンツのアクセシビリティ向上２.ワンセグコンテンツのアクセシビリティ向上

行政情報
公共交通情報

コンテンツ
作成支援
コンテンツ
作成支援

コンテンツ
保管・再利用
コンテンツ

保管・再利用
コンテンツ

視聴評価情報収集
コンテンツ

視聴評価情報収集

緊急時情報

平常時情報

放送波自動遠隔起動放送波自動遠隔起動

アプリケーションファイル伝送アプリケーションファイル伝送

リアルタイムデータ伝送リアルタイムデータ伝送

セグメント別データ伝送セグメント別データ伝送

災害情報
避難誘導支援

通信サービス

放送送出情報収集
データ加工

遠隔起動

視聴評価

緊急警報緊急警報

詳細地図詳細地図
リアルタイム情報
通信アプリケーション
視聴者限定

コメントコメント

見やすい見やすい
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量豊かに伝送できることが確認された。

運用主体の異なる情報提供システム連携については、複数の地方自治体が異なった様式

で作成している災害・緊急情報を含む公共情報を自動的に収集し、複数の放送事業者が利

用可能な TVCML フォーマットに変換して提供するシステムにおいて、平常時には 1 分以

内で情報配信が可能であるなどその有用性が確認され、地方自治体と放送局の情報伝達の

ハブとなる自治体主導のデータセンターについて図表 1.2.2-17 に示す費用負担モデル等が

提案された。

図表 1.2.2-17 運用主体の異なる情報提供システム連携に関する費用負担モデル（兵庫県）

放送要請協定等によって情
報提供元機関と放送事業者
の間で情報取扱いルールが
定められている情報

放送要請協定等によって情
報提供元機関と放送事業者
の間で情報取扱いルールが
定められている情報

レベル１レベル１

情報提供元機関と放送事業
者の間で協定等は結ばれて
いないが、多くの住民にとっ
て必要となる情報

情報提供元機関と放送事業
者の間で協定等は結ばれて
いないが、多くの住民にとっ
て必要となる情報

レベル２レベル２ レベル３レベル３

全ての住民が必ずしも必要
とする情報ではなく、イベント
情報や企業PR等を含む情報

全ての住民が必ずしも必要
とする情報ではなく、イベント
情報や企業PR等を含む情報

参加機関間の協議により負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者）にて
負担

参加機関間の協議により負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者）にて
負担

ｼｽﾃﾑ利用量等に応じて負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者、ライ
フライン事業者等）にて負担

ｼｽﾃﾑ利用量等に応じて負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者、ライ
フライン事業者等）にて負担

同左同左ｼｽﾃﾑ設備経費
（ﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄ）

ｼｽﾃﾑ設備経費
（ﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄ）

ｿﾌﾄｳｪｱ開発経費ｿﾌﾄｳｪｱ開発経費

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ初期経費ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ初期経費

専用線初期経費専用線初期経費

情報提供経費情報提供経費

ｼｽﾃﾑ運用管理経費ｼｽﾃﾑ運用管理経費

ｼｽﾃﾑ設備保守経費
（ﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄ）

ｼｽﾃﾑ設備保守経費
（ﾊｰﾄﾞ、ｿﾌﾄ）

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ利用経費ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ利用経費

専用線利用経費専用線利用経費

初期導入
経費

初期導入
経費

ランニング
経費

ランニング
経費

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへの接続元組織
にて負担
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへの接続元組織
にて負担

同左同左 同左同左

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへの接続元組織
にて負担
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへの接続元組織
にて負担

同左同左 同左同左

参加機関間の協議により負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者）にて
負担

参加機関間の協議により負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者）にて
負担

ｼｽﾃﾑ利用量等に応じて負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者、ﾗｲﾌ
ﾗｲﾝ事業者等）にて負担

ｼｽﾃﾑ利用量等に応じて負
担額を決定し、各参加機関
（自治体、放送事業者、ﾗｲﾌ
ﾗｲﾝ事業者等）にて負担

同左同左

放送事業者の放送帯域利
用経費相当と相殺
（費用発生無し）

放送事業者の放送帯域利
用経費相当と相殺
（費用発生無し）

放送事業者の放送帯域利
用経費相当と相殺
（費用発生無し）

放送事業者の放送帯域利
用経費相当と相殺
（費用発生無し）

取扱う情報の内容、ﾋﾞｼﾞﾈｽ
の内容等に応じて協議
（費用発生が有り得る）

取扱う情報の内容、ﾋﾞｼﾞﾈｽ
の内容等に応じて協議
（費用発生が有り得る）

放送帯域利用経費放送帯域利用経費
自治体の情報提供経費相
当と相殺
（費用発生無し）

自治体の情報提供経費相
当と相殺
（費用発生無し）

自治体、ﾗｲﾌﾗｲﾝ事業者等
の情報提供経費相当と相殺
（費用発生無し）

自治体、ﾗｲﾌﾗｲﾝ事業者等
の情報提供経費相当と相殺
（費用発生無し）

取扱う情報の内容、ﾋﾞｼﾞﾈｽ
の内容等に応じて協議
（費用発生が有り得る）

取扱う情報の内容、ﾋﾞｼﾞﾈｽ
の内容等に応じて協議
（費用発生が有り得る）

レベル

項目

レベル

項目
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1.2.3 サーバー型放送の公共利活用に係る調査研究

サーバー型放送の公共利活用に係る調査研究では、教育分野ならびに保健・医療・福祉

分野を対象に、サーバー型放送の利活用方策を検討する調査研究が行われた。

(1)教育分野における利活用に関する調査研究

サーバー型放送の教育分野における利活用については、平成 17 年度から平成 18 年度に

かけて、東京都三鷹市を実証フィールドとして「サーバー型放送の教育分野における利活

用に関する調査研究」が行われた。本事業の検証項目を図表 1.2.3-1 に示す。

平成 17 年度の事業では、サーバー型放送を教育分野に適用する際のシステム環境につい

て、システム及びネットワーク環境の在り方、センター側システムの在り方、認証および

著作権管理の仕組みに関する技術面の検討が行われた。また、小学校 14 学級、のべ 400 名

の児童を対象に、試作したサーバー型放送システムと本格的なサーバー型放送用教育コン

テンツによる授業を実施し、蓄積された教育コンテンツの再生、メタデータによるシーン

再生、キーワードや単元選択によるメタデータの検索、授業のシナリオを作成できるマイ

黒板等の利活用の可能性について検証した。

平成 18 年度の事業では、サーバー型放送の利活用方策を更に深堀し、サーバー型放送に

おける教育コンテンツの流通・管理方策、自主コンテンツの編集・活用方策、コンテンツ

配信方式やネットワーク環境の在り方などに焦点を当て、実用化を視野に入れたより踏み

込んだ検証が行われた。

平成 17 年度および平成 18 年度の東京都三鷹市のフィールドにおける実証環境は、図表

1.2.3-2 に示す通りである。

図表 1.2.3-1 サーバー型放送の教育分野における利活用の検証項目

①サーバー型放送
のシステム環境
と有用性に関す
る調査研究
（平成17年度）

①サーバー型放送
のシステム環境
と有用性に関す
る調査研究
（平成17年度）

・サーバー型放送のコンテンツ流通・管理方策に関する調査研究
教育コンテンツの流通・権利処理の実態とサーバー型放送における可能性の調査

・サーバー型放送のコンテンツ流通・管理方策に関する調査研究
教育コンテンツの流通・権利処理の実態とサーバー型放送における可能性の調査

・サーバー型放送システムの技術基盤に関する調査研究
サーバー型放送のシステム及びネットワーク環境の在り方に関する調査研究
サーバー型放送のセンター側システムの在り方に関する調査研究
サーバー型放送の認証の仕組みに関する調査研究
サーバー型放送の著作権保護の仕組みに関する調査研究

・サーバー型放送システムの技術基盤に関する調査研究
サーバー型放送のシステム及びネットワーク環境の在り方に関する調査研究
サーバー型放送のセンター側システムの在り方に関する調査研究
サーバー型放送の認証の仕組みに関する調査研究
サーバー型放送の著作権保護の仕組みに関する調査研究

・コンテンツの企画・制作ならびに制作・運用上の課題に関する調査研究
サーバー型放送のコンテンツの企画・制作・運用上の課題と有用性の検証

・コンテンツの企画・制作ならびに制作・運用上の課題に関する調査研究
サーバー型放送のコンテンツの企画・制作・運用上の課題と有用性の検証

・サーバー型放送のコンテンツ編集・活用方策等に関する調査研究
サーバー型放送の教育自主コンテンツの流通の仕組みに関する調査
サーバー型放送の教育自主コンテンツの制作環境・運用・再生環境に関する検証

・サーバー型放送のコンテンツ編集・活用方策等に関する調査研究
サーバー型放送の教育自主コンテンツの流通の仕組みに関する調査
サーバー型放送の教育自主コンテンツの制作環境・運用・再生環境に関する検証

・サーバー型放送のネットワーク利活用方策に関する調査研究
サーバー型放送のコンテンツ配信方式ならびにネットワーク環境に関する比較検証

・サーバー型放送のネットワーク利活用方策に関する調査研究
サーバー型放送のコンテンツ配信方式ならびにネットワーク環境に関する比較検証

②サーバー型放送
の利活用方策に
関する調査
（平成18年度）

②サーバー型放送
の利活用方策に
関する調査
（平成18年度）
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図表 1.2.3-2 サーバー型放送の教育分野における利活用の実証環境

平成 17 年度の事業では、教員および児童の反応に対するアンケートより、サーバー型放

送の教育利用の効果について高い評価が得られた。地上デジタル放送に対応した薄型大画

面テレビの映像表示は教育コンテンツの高画質・高音質の魅力を高め、児童の興味を惹き

つけること、メタデータによるシーン再生の必要箇所だけ利用できるという視聴形態は、

児童の集中力や学習効果を向上させることなど、実証を通じてサーバー型放送の各種機能

について有用性が確認された。

サーバー型放送の技術面では、認証および著作権保護の仕組みについて、CAS

BML/ﾒﾀﾃﾞｰﾀｻｰﾊﾞｰ装置

ｻｰﾊﾞｰ型VOD/IP装置

映像
ｺﾝﾃﾝﾂ

コンテンツ

ｺﾝﾃﾝﾂ情報制作装置

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ

BML
ｺﾝﾃﾝﾂ

２次
ラ
イセ

ンス

三鷹教育IPネットワーク

サーバー型放送受信機を用いた授業

レジデントアプリを用いた検証
（予約・蓄積）

BMLｺﾝﾃﾝﾂ

メタデータ

映像

BMLアプリを用いた検証
（マルチメディア、蓄積、再生）

セグメント再生のシナリオ作成

シナリオの受信機間共有

ﾒﾀｰﾃﾞﾀ変換

ｺﾝﾃﾝﾂ配信
ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信

ｼﾅﾘｵ共有機能

ネットワーク機器

メタデータを用いた検索、予約

第一小学校 高山小学校 東台小学校 第七小学校 第二小学校 第四小学校 第五小学校 第六小学校

指定校：４～６年生の学級内に設置

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信
ｺﾝﾃﾝﾂ配信

予約、蓄積、再生

モニタ校：PCﾙｰﾑ、視聴覚室等共用ｽﾍﾟｰｽに設置 教員等による操作結果をもとに、有用性等を評価

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

蓄積型 VOD型

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

放送局（NHK）

三鷹市教育センター三鷹市教育センター

On Demand視聴

蓄積視聴

BML/ﾒﾀﾃﾞｰﾀｻｰﾊﾞｰ装置

ｻｰﾊﾞｰ型VOD/IP装置

映像
ｺﾝﾃﾝﾂ

コンテンツ

ｺﾝﾃﾝﾂ情報制作装置

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ

BML
ｺﾝﾃﾝﾂ

２次
ラ
イセ

ンス

三鷹教育IPネットワーク

サーバー型放送受信機を用いた授業

レジデントアプリを用いた検証
（予約・蓄積）

BMLｺﾝﾃﾝﾂ

メタデータ

映像

BMLアプリを用いた検証
（マルチメディア、蓄積、再生）

セグメント再生のシナリオ作成

シナリオの受信機間共有

ﾒﾀｰﾃﾞﾀ変換

ｺﾝﾃﾝﾂ配信
ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信

ｼﾅﾘｵ共有機能

ネットワーク機器

メタデータを用いた検索、予約

第一小学校 高山小学校 東台小学校 第七小学校 第二小学校 第四小学校 第五小学校 第六小学校

指定校：４～６年生の学級内に設置

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信
ｺﾝﾃﾝﾂ配信

予約、蓄積、再生

モニタ校：PCﾙｰﾑ、視聴覚室等共用ｽﾍﾟｰｽに設置 教員等による操作結果をもとに、有用性等を評価

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

蓄積型 VOD型

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

放送局（NHK）

三鷹市教育センター三鷹市教育センター

On Demand視聴

蓄積視聴

平成１７年度実証環境平成１７年度実証環境

地域ｺﾝﾃﾝﾂ

ﾛｰｶﾙｺﾝﾃﾝﾂ制作/提供設備

放送局（NHK）

ｻｰﾊﾞｰ型VOD/IP設備

映像
ｺﾝﾃﾝﾂﾒﾀﾃﾞｰﾀ

BML
ｺﾝﾃﾝﾂ

三鷹教育IPネットワーク

BMLｺﾝﾃﾝﾂ
メタデータ

映像

第一小学校 高山小学校 東台小学校 第七小学校 第二小学校 第四小学校 第五小学校 第六小学校

蓄積型 VOD型

民間教育
コンテンツ

メタデータ
映像

第七中学校

教育ｺﾝﾃﾝﾂでの授業
（ＮＨＫ、民間、地域ｺﾝﾃﾝﾂ）

マルチキャスト型

各学校での自主ｺﾝﾃﾝﾂ
（動画）の制作、ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ

HD-PLC

地域センター地域センター

（三鷹市教育センター）

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信
ｺﾝﾃﾝﾂ配信

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信
映像ｺﾝﾃﾝﾂ配信
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂ提供

自主ｺﾝﾃﾝﾂ制作

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

公共機関公共機関

（三鷹市教育委員会）

協力教育機関協力教育機関

（三鷹ネットワーク大学）

受信機

PDP

自主ｺﾝﾃﾝﾂ

蓄積再生、蓄積予約、VOD再生
マルチキャスト配信による
公開授業の中継・配信

教育コンテンツの再生、
公開授業等の配信

教育コンテンツの再生、
住民への啓発

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平成１８年度実証環境平成１８年度実証環境

地域ｺﾝﾃﾝﾂ

ﾛｰｶﾙｺﾝﾃﾝﾂ制作/提供設備

放送局（NHK）

ｻｰﾊﾞｰ型VOD/IP設備

映像
ｺﾝﾃﾝﾂﾒﾀﾃﾞｰﾀ

BML
ｺﾝﾃﾝﾂ

三鷹教育IPネットワーク

BMLｺﾝﾃﾝﾂ
メタデータ

映像

第一小学校 高山小学校 東台小学校 第七小学校 第二小学校 第四小学校 第五小学校 第六小学校

蓄積型 VOD型

民間教育
コンテンツ

メタデータ
映像

第七中学校

教育ｺﾝﾃﾝﾂでの授業
（ＮＨＫ、民間、地域ｺﾝﾃﾝﾂ）

マルチキャスト型

各学校での自主ｺﾝﾃﾝﾂ
（動画）の制作、ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ

HD-PLC

地域センター地域センター

（三鷹市教育センター）

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信
ｺﾝﾃﾝﾂ配信

ﾒﾀﾃﾞｰﾀ配信
映像ｺﾝﾃﾝﾂ配信
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾃﾝﾂ提供

自主ｺﾝﾃﾝﾂ制作

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

簡易ｺﾝﾃﾝﾂ
制作装置

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

受信機

PDP

公共機関公共機関

（三鷹市教育委員会）

協力教育機関協力教育機関

（三鷹ネットワーク大学）

受信機

PDP

受信機

PDP

自主ｺﾝﾃﾝﾂ

蓄積再生、蓄積予約、VOD再生
マルチキャスト配信による
公開授業の中継・配信

教育コンテンツの再生、
公開授業等の配信

教育コンテンツの再生、
住民への啓発

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平成１８年度実証環境平成１８年度実証環境
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（Conditional Access System）方式を想定したシステムモデルにより、ドメインの概念を

適用することで、学校区や学校等の単位で適切なアクセス制御を行いつつ、利用範囲等の

条件を付加したコンテンツ配信を行うことが可能であると確認された。一方、サーバー型

放送のネットワーク環境について、学校内アクセスラインに有線 LAN（100Mbps）を採用

している場合は問題ないが、敷設コストの関係等から無線 LAN（52Mbps、802.11g）を採

用している場合は、サーバー型放送の伝送において音声が途切れる、映像が表示されない、

映像が途中で停止する、映像の蓄積に時間がかかる等の課題が指摘された。そして、無線

LAN 環境でサーバー型放送での教育を実施する場合、低ビットレートの VOD（Video On

Demand）コンテンツの提供、セグメント単位のコンテンツ・ダウンロード、高圧縮率なコ

ンテンツ・エンコード方式による VOD、ダウンロード・ストリームの小型化に対応し、そ

の環境に適した運用を行うほか、高速電力搬送通信 PLC（Power Line Communications）

等により構内ネットワークの高速化を図ることが有効な方策であると指摘された。

平成 18 年度の事業では、サーバー型放送の利活用を推進する観点から、放送用教育コン

テンツの流通・管理方策、編集・活用方策、ネットワークの利活用方策について、次のよ

うな知見が得られた。

放送用教育コンテンツの流通構造や権利処理構造については、従来の売り切りを中心と

するパッケージ販売型モデルから、通信を利用した配信形態の進化も踏まえて、数次利用

に関わる権利処理を考慮したロングテール型流通モデルなど、サーバー型放送の特徴を活

かした新たな仕組み作りが必要と指摘された。サーバー型放送では、コンテンツ提供者側

で、コンテンツの発売時期、コピー制限、課金単位の変更、外部出力の解像度等の利用条

件を柔軟かつ厳密に制御できる。現在主流となっている 1 コンテンツの単価設定型の売り

切りモデルから、再生期限付きコンテンツやパッケージ型による一括購入等の販売方法へ

変更することも可能であり、新たなビジネスモデルの創出が期待されている。

放送用教育コンテンツの編集・活用方策については、メタデータを活用した日本放送協

会や民間コンテンツ事業者の教育コンテンツが、サーバー型放送の仕組みにより授業で有

効活用できることが改めて確認された。また、地域コンテンツや自主コンテンツについて、

教員による制作や地域放送事業者を用いたサーバー型放送での配信に関する実証を通じて、

地域密着型コンテンツのニーズと教育効果の有用性が確認された。

サーバー型放送のネットワーク利活用方策については、高速電力線通信技術 HD-PLC

（High Definition-Power Line Communication）、有線 LAN、無線 LAN に対して、ダウ

ンロード型、ユニキャスト・ストリーム型、マルチキャスト・ストリーム型の伝送方式に

よる伝送特性の比較検証が行われ、HD-PCL は無線 LAN よりも安定しており、ハイビジョ

ン品質の教育コンテンツの伝送が可能であることが確認された。なお、HD-PLC の安定性

については、携帯電話の充電器を同一の電源コンセントに挿入することで、伝送速度の低

下、通信の切断等の現象が確認されており、HD-PLC のノイズ耐性と大容量トラヒックの

伝送能力について更なる検証の必要が指摘されている。
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(2)サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用に関する調査研究

サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用については、平成 17 年度から平

成 18 年度にかけて、福岡県北九州市を実証フィールドとして「サーバー型放送の保健・医

療・福祉分野における利活用に関する調査研究」が行われた。本事業の検証項目を図表

1.2.3-3 に示す。

平成 17 年度の事業では、サーバー型放送を保健・医療・福祉分野に適用するに当り、放

送関係者をはじめ地域医療関係者や有識者など多数の関係者が、円滑にサーバー型放送用

コンテンツの制作・運用に関与できる地域サービスモデルを検討し、当該分野におけるサ

ーバー型放送のコンテンツ管理の仕組みと、サーバー型放送の特徴を活かしたコンテンツ

の住民サービスとしての有用性を検証した。

平成 18 年度の事業では、前年度の成果を元に、提案した地域サービスモデルを実現する

ために必要な技術基盤として、保健・医療・福祉分野では特に重視される個人情報保護モ

デルとセキュリティ要件、コンテンツの著作権管理・課金処理方法・アクセス制御の仕組

み、効率的なコンテンツ制作プロセスとそれを支えるシステム等の検討が行われた。そし

て、実証環境としてのサーバー型放送システムとサーバー型放送用コンテンツの「小児医

療相談」「緊急時 ABC」「介護予防」の 3 番組を制作し、地域住民を対象とした実証実験な

らびにアンケート調査を実施して、その有用性を検証した。

平成 17 年度および平成 18 年度の東京都三鷹市のフィールドにおける実証環境は、図表

1.2.3-4 に示す通りである。

図表 1.2.3-3 サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用の検証項目

①サーバー型放送の
コンテンツ制作・
運用基盤に関す
る調査研究

①サーバー型放送の
コンテンツ制作・
運用基盤に関す
る調査研究

・サーバー型放送のコンテンツ制作・運用の仕組みに関する調査研究
放送事業者と医療機関等が連携したコンテンツ制作・運用の仕組みに関する調査
サーバー型放送のコンテンツ管理の仕組みと有用性の検証

・サーバー型放送のコンテンツ制作・運用の仕組みに関する調査研究
放送事業者と医療機関等が連携したコンテンツ制作・運用の仕組みに関する調査
サーバー型放送のコンテンツ管理の仕組みと有用性の検証

②サーバー型放送の
利活用方策に関
する調査

②サーバー型放送の
利活用方策に関
する調査

・サーバー型放送の住民サービス向上可能性に関する調査研究
サーバー型放送の視聴者メリットと住民サービスとしての有用性に関する検証

・サーバー型放送の住民サービス向上可能性に関する調査研究
サーバー型放送の視聴者メリットと住民サービスとしての有用性に関する検証

・サーバー型放送の個人情報保護に関する調査研究
保健・医療・福祉分野における個人情報保護モデルとセキュリティ要件の検討

・サーバー型放送の個人情報保護に関する調査研究
保健・医療・福祉分野における個人情報保護モデルとセキュリティ要件の検討

・サーバー型放送のコンテンツの著作権管理に関する調査研究
コンテンツの著作権管理・課金処理方法・アクセス制御の在り方に関する調査

・サーバー型放送のコンテンツの著作権管理に関する調査研究
コンテンツの著作権管理・課金処理方法・アクセス制御の在り方に関する調査

・サーバー型放送の情報提供サービスに関する調査研究
効率的なコンテンツ制作プロセスの検討と制作コンテンツの有用性に関する検証

・サーバー型放送の情報提供サービスに関する調査研究
効率的なコンテンツ制作プロセスの検討と制作コンテンツの有用性に関する検証

・サーバー型放送のコンテンツ伝送方式に関する調査研究
サーバー型放送のコンテンツ種別とコンテンツ伝送方式の在り方に関する検証

・サーバー型放送のコンテンツ伝送方式に関する調査研究
サーバー型放送のコンテンツ種別とコンテンツ伝送方式の在り方に関する検証

・サーバー型放送のサービス向上に関する調査研究
サーバー型放送サービスの視聴者有用性評価と今後展開方策に関する検討

・サーバー型放送のサービス向上に関する調査研究
サーバー型放送サービスの視聴者有用性評価と今後展開方策に関する検討
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図表 1.2.3-4 サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用の実証環境

平成 17 年度と平成 18 年度を通じて、本事業では、（仮称）コンテンツ開発・管理センタ

ーを保健・医療・福祉分野におけるサービス提供機関の中核として想定すると共に、サー

バー型放送受信端末を家庭内の「生活情報端末」として位置付け、視聴者に対して家庭内

で健康を支えるサービスを提供する「北九州モデル」を前提としている。この北九州モデ

ルについては、（仮称）コンテンツ開発・管理センターと医療関連機関（地域医師会、自治

体等）が密に連携することで、品質及び信頼性の優れた地域ニーズに合致する情報提供が

可能となることが実証された。

コンテンツについては、サーバー型放送の特徴を活かした保健・医療・福祉分野の地域

密着型番組の提供、理解を深めるための繰り返し視聴、質問形式によるマルチストーリー

展開等への関心が高く、サーバー型放送の有用性を確認することができた。特に当該分野

では、マルチシナリオ再生とパーソナライゼーションを組み合わせたコンテンツが中心的

役割を果たすと期待されており、視聴者の操作結果に基づいて内容が変化する新しい番組

作りを行う事で、従来一律の放送サービスが個人向けの個別番組となり、保健・医療・福

祉分野において有効なサービスになる可能性が確認された。

また、保健・医療・福祉分野のコンテンツ制作では、効率性と共にコンテンツの品質や
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信頼性の高さが重要であり、医療関連機関の参加ならびに連携が必須となる。放送事業者

による既存の健康作り等の番組制作プロセスでは、医療機関や自治体等がコンテンツの企

画、制作、編集に参加する仕組みは確立されていない。しかし、本事業では、（仮称）コン

テンツ開発・管理センターが、これら医療関係機関と連携を取り、コンテンツの企画から

編集までの一連のプロセスを効率的に行う取りまとめ役を担うこと、制作されたコンテン

ツとコンテンツメタデータ及び権利メタデータを管理し、地域住民の個人情報と著作権処

理を管理する役割を担うことが、北九州モデルを実現する上で効率的と結論付けられた。

コンテンツの制作プロセスについては、本事業の実証を通じて、コンテンツ管理システ

ムやワークフローシステムの仕組みを活用することにより、コンテンツ内容の監査プロセ

スの時間短縮が図られ、効率化が可能であることが確認された。

個人情報及び著作権処理については、地域住民に提供されるサービス内容に応じて、（仮

称）コンテンツ開発・管理センターが適切なセキュリティ基準に準拠した形で行う必要が

ある。本事業では、厚生労働省のガイドラインを参考に、医療機関と同等の基準で北九州

モデルのセキュリティ要件を定めたが、（仮称）コンテンツ開発・管理センターの在り方に

よって適用されるガイドラインを適切に検討する必要があることも指摘された。

また、個人情報及び著作権管理の仕組みについて、現在のサーバー型放送の規格では受

信機毎（S-CAS 毎）のアクセス制御となっているため、コンテンツのアクセス制御に関す

る要件は補完することができる。しかし、保健・医療・福祉分野では、パーソナライズ化

されたコンテンツやサービスという特性上、個人認証の仕組みと連携した個人単位のアク

セス制御の仕組みが必要であり、今後の技術動向を踏まえた検証の必要性が指摘された。

著作権への適正な配分管理という観点からも、権利メタデータをコンテンツに付与し、個

人毎の利用頻度や利用状況を取得できる仕組みが必要とされている。

このほか、本事業で提案された北九州モデルでは。ビジネスモデル面の収益性について

も課題が指摘されているが、視聴者負担、スポンサーによる資金提供、行政による住民サ

ービスの三位一体による協力形態が必要と指摘されている。
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1.3 事業の評価と今後の課題

平成 17 年度から平成 18 年度にかけて全国各地を実証フィールドとして行われた、地上

デジタル放送公共アプリケーションパイロット事業の概要と成果を概観した。本事業では、

地上デジタル放送の 3 大テーマとして「地上デジタル放送の再送信」、「携帯端末向け放送」、

「サーバー型放送」を取り上げ、公共分野における高度な利活用の可能性について実証的

な調査研究を行った。この 2 年間の調査研究を通じて、地上デジタル放送の高度利活用に

ついて技術的な実現性ならびに社会的な有用性を検証し、地上デジタル放送の公共利活用

を推進するための礎を築くことが出来たのは大きな成果である。

地上デジタル放送の再送信については、光ファイバ網を始めとする多様な既存ネットワ

ークインフラを活用し、TS／RF／IP 伝送など様々な伝送方式およびその組み合わせで地

上デジタル放送を再送信する実験を行ってきた。その結果、直接受信と比べても殆ど遜色

なく、条件不利地域等まで地上デジタル放送を中継伝送できること、またギャップフィラ

ーが従来の共聴施設に替えてサービスエリアを効率良く確保するのに有効な手段であるこ

と等が確認された。

携帯端末向け放送は、現在、世界的にも DVB-H（Digital Video Broadcasting for

Handheld）、MediaFLO（Media Forward Link Only）、T-DMB（Terrestrial-digital media

broadcasting）などと多様な方式が主導権争いを繰り広げており、その動向が注目されるテ

ーマである。日本では、ワンセグ対応の携帯電話が急速に普及しており、携帯電話の高機

能・マルチメディア化に益々拍車をかけている。このような国民にとって最も身近な生活

支援ツールとして機能的にも進化を続ける携帯電話に、据置型テレビでは実現が難しかっ

た放送波自動遠隔起動システムという技術を組み合わせて、防災情報をいち早く視聴者に

届けられることが技術的に実証された。また、LSI 化による携帯電話への機能搭載に関する

技術的な見通しと、社会的な有用性まで確認することが出来た。

サーバー型放送でも、視聴者が日頃から関心を持っている教育や保健・医療・福祉とい

う分野において、技術的な可能性やサービスとしての有用性を確認することが出来た。

今後は、本事業で得られた成果を活用して、国民視聴者へのサービス実用化への可能性

について検討することが重要である。実用化に向けた検討では、サービスとしての経済性

やビジネスモデルの実現性等の検討を踏まえて、より現実的な技術や仕組みの在り方、サ

ービスの有用性を検討することが必要である。また、各地域の特性に合わせたサービスや

技術の在り方に関する検討も必要になると推察される。このような実用化に向けた検討に

踏み出すことが、2011 年の完全デジタル移行による新たな放送の時代到来に結びついてい

くものと期待される。更に、本事業で得られた我が国の地上デジタル放送に係る高度な利

活用技術の成果を国内のみならず様々な機会で世界に広く周知・PR し普及させることは、

当該分野における日本の産業競争力の強化ならびに継続的な成長という観点からも重要と

考えられる。
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第２章 地上デジタル放送の公共分野における利活用事例

本項目では、地上デジタル放送の公共分野における利活用事例として、各自治体や放送

局等を中心に実用化あるいは実用化検討が進められている、地上デジタル放送向け行政情

報提供システムに係る先行事例を紹介する。

・岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム

・静岡県の放送局向け行政情報入力システム

・京都府の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム

・愛知県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム検討

・札幌市の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム検討

2.1 岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム

地上デジタル放送を活用した行政情報提供に関する先行事例として、岐阜県における取

り組みが挙げられる。岐阜県では、平成 17 年 9 月から平成 18 年 3 月にかけて、パソコン

を利用していない全ての住民に対して防災情報、お知らせ、イベント情報などの行政情報

を提供する地上デジタル放送を活用した基盤システムの構築及びモニター調査を実施した。

この行政情報提供システムは、地上デジタル放送のデータ放送等による活用を想定して自

治体から放送事業者に情報提供を行うことで、自治体の情報を高齢者も含むより幅広い住

民へ届けることを目的としたものであり、平成 18 年 4 月から実運用を開始している。

データ放送で提供される行政情報は、住民ニーズを反映して広報（県・市町村からのお

知らせ、イベント・講座情報）と防災情報（災害警戒・対策本部設置状況、避難勧告・指

示情報、県報告被害状況、河川水位情報、水防警報情報、洪水予報情報、避難判断水位到

達情報、雨量情報）となっている。

平成 18 年 4 月の行政情報提供システム運用開始にあわせ、岐阜放送と NHK 岐阜放送局

の県域放送 2 局は、同システムが提供する行政情報の地上デジタル放送での利用を開始し

た。岐阜放送は、防災関連情報を取得し、データ放送で利用している。一方、NHK 岐阜放

送局では、県・市町村のお知らせやイベント情報（広報情報）を取得し、データ放送で利

用している。

更に、平成 19 年 5 月には NHK 岐阜放送局が防災関連情報、広域放送局の東海テレビが

広報情報の利用を新たに開始した。なお、他の在名各局（中京広域放送局）も岐阜県が提

供する行政情報の利用を検討中であり、一部で接続試験・情報取得試験を実施している。

岐阜県の行政情報提供システムは、既存システムに蓄積されている情報をフルに活用す

ることを前提に検討されており、初期投資ならびに運用費も含めて経済性の高いものとな

っている。防災情報は、既設の岐阜県総合防災システムを改修してデータのはき出し機能

を追加することで自動収集する仕組みを構築し、県・市町村のお知らせやイベント情報は、

岐阜県庁ホームページ「ぎふポータル」から自動収集する仕組みとなっている。担当者が

情報を一度入力するだけで、複数システム間での情報共有・一元化を実現している。また、
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新たに構築した行政情報提供システムでは、複数放送事業者に情報提供できるよう提供デ

ータを TVCML で共通化・標準化している。

TVCML とは？

TVCML（TeleVision Common Markup Language）は、05 年国際博覧会（以下、博覧会

と呼ぶ）の開催を契機に、博覧会協会と在名放送事業者 6 社が、各放送事業者へ提供される

博覧会情報の配信規則として策定した NewsML ベースの共通情報フォーマットである。

デジタル放送地域情報 XML 共通化研究会（通称：TVCML 研究会）では、TVCML を災

害情報の伝達に活用することをテーマに、表現の多様性や情報の一意性、速報性の向上など

を図った汎用性を持つ規格としての検討を重ね、平成 18 年 11 月に「TVCML Version2.0」

を策定し、公開した。

行政情報提供システムの利活用を推進し、住民ならびに行政関係者等の利便性の向上を

図るため、岐阜県では次の 3 つの取り組みを推進している。

①情報提供の充実

②放送事業者など利用者の増加

③地域における国・自治体との連携

①提供情報の充実については、市町村からの情報提供を拡充することで住民の利便性を

向上させるため、様々な機会を通じて積極的に、正確かつ迅速な情報提供（入力）の働き

かけを行っている。また、防災情報については、住民や放送事業者のニーズを踏まえ、新

たに道路情報（通行規制、降積雪・凍結など）、土砂災害情報（土石流警戒、崖崩れ警戒な

ど）の提供を検討している。②放送事業者など利用者の増加については、より多くの住民

に行政情報が届くよう、デジタル放送地域情報 XML 共通化研究会（通称：TVCML 研究会）

等を通じて広域放送局での活用を働きかけている。③地域における国・自治体との連携に

ついては、愛知県、三重県、国土交通省中部地方整備局など東海地域における他の情報提

供者（国、自治体）と情報共有・連携を図るため、TVCML 活用事例として岐阜県の配信デ

ータ仕様の公開および情報提供を行っている。

岐阜県では、県が主導して行政情報提供システムの導入ならびに利活用拡大を推進して

おり、「総合防災システム」や「ぎふポータル」などの既存資源を最大限に活用して、県・

市町村担当者による情報入力作業の負担軽減を図り、入力情報のワンストップ化を実現し

ている。また、当該システムの価値や利用率を上げて地域住民へのリーチを広げるため、

情報提供側については周辺の県・市町村や国・自治体との連携強化を図ると共に、地域住

民への情報提供の窓口となる放送局については県域放送局だけでなく広域放送局への利活

用を働きかけるなど、情報提供側と放送局側の双方に積極的なプロモーション活動を展開

している。このような先行事例は、他自治体においてデータセンターシステムを導入する

際に参考となる有力なモデルケースであり、システム導入・拡充プロセスや成功要因を積

極的に取り込むことが重要と考えられる。
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図表 2.1-1 岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面（岐阜放送）

平成18年4月より放送中

避難勧告・指示情報

河川情報

岐阜放送データ放送岐阜放送データ放送 防災関連情報防災関連情報

図表 2.1-2 岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面（NHK 岐阜放送）

県のお知らせ

あなたの街だより
（市町村のお知らせ）

おんさいぎふ（行楽イベント情報）

従来はメール／FAXなどで提供していたお知らせ、
イベント情報をデータ自動配信方式で提供

情報提供者（県・市町村）、情報利用者（放送事
業者）双方の負担を低減

従来はメール／FAXなどで提供していたお知らせ、
イベント情報をデータ自動配信方式で提供

情報提供者（県・市町村）、情報利用者（放送事
業者）双方の負担を低減

ＮＨＫ岐阜放送局データ放送ＮＨＫ岐阜放送局データ放送 お知らせ・イベント情報お知らせ・イベント情報
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図表2.1-2 岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面(NHK岐阜放送）(続き)

平成19年5月14日より運用開始

避難勧告・避難指示発令状況

災害警戒・対策本部設置状況

ＮＨＫ岐阜放送局データ放送ＮＨＫ岐阜放送局データ放送 緊急・災害情報緊急・災害情報①①

雨量情報

河川水位情報

ＮＨＫ岐阜放送局データ放送ＮＨＫ岐阜放送局データ放送 緊急・災害情報緊急・災害情報②②

平成19年5月14日より運用開始
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図表 2.1-3 岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面（東海テレビ）

平成19年5月14日より放送開始

東海テレビ東海テレビ データ放送データ放送 地域情報（イベント・お知らせ）地域情報（イベント・お知らせ）

地域情報（お知らせ、イベント情報）

図表 2.1-4 岐阜県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システムの構成

放送事業者

イベント
お知らせ

岐阜県総合防災
システム

行政情報提供システム

・ID/PW認証
・IPアクセス制御

デ
ー
タ
収
集
機
能

防災情報県防災担当者

市町村
防災担当者

気象情報
システム

土砂災害
システム

河川情報
システム

気象情報 雨量情報 河川情報
ライブカメラ

変換基盤

XML

XML

放送局システム

自治体
情報

DB

ぎふポータル
（岐阜県庁HP）

県担当者

市町村担当者

TVCML

HTTP,
WebDAV

FTP FTP TCP/IP Socket XML/SOAP

・構築費 約1,000万円
・運用費 約100万円/年

・改修費 約300万円

・県の役割は放送局にテキスト
ベースの情報を提供するまで
・県と放送局の間で費用分担無し
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2.2 静岡県の放送局向け行政情報入力システム

静岡県では、2005 年 6 月の地上デジタル放送開始に合わせて、県及び市町村毎の行政情

報を効率的に収集し、各放送局のデータ放送向けに提供する、地上デジタル放送用行政情

報収集・提供システム（DAC：The system by which Digital broadcasting and

Administration Cooperate）を構築した。

本システムでは、まず県及び県内市町村の担当者が入力した行政情報を、入力担当者と

は異なる立場の管理者が内容を確認、承認した上でインターネットを経由して県 DB サー

バーに登録する。県 DB サーバーは自動処理により HTML を定期的に生成し、登録された

行政情報を県 WEB サーバーにアップロードする。一方、各放送局は、県 DB サーバーから

特定フォーマット（XML あるいは CSV 形式）で行政情報をダウンロードし、放送用に加

工した後、データ放送として県民に公開する。

行政情報の登録端末は、県庁や県内各市町村の広報セクションに VPN 接続されたパソコ

ン端末を設置し、放送局に提供する行政情報のタイトルと 220 文字の文書をウェブ上で入

力する。この文字数制限は、利用の範囲がインターネットあるいは地上デジタル放送のデ

ータ放送であっても、視聴者は長くても読み切れないであろうとの判断から、静岡県庁と

県内放送局 5 社（静岡放送、NHK 静岡、テレビ静岡、あさひテレビ、第一テレビ）の意向

を反映して短くしている。

行政情報の内容は、県庁や県内各市町村が広報として住民に届けたい情報を任意に選択

している。2005 年 8 月 29 日より、ローカルコンテンツ（地域に特化した情報）をデータ

放送で本格的に配信しているが、主な内容は、静岡新聞社が提供する県内外の情報を集め

た「静岡新聞 NEWS」、県内の自治体情報を集めた「地域のくらし」、夜間や休日の地域の

当番医を掲載した「夜間休日当番医」である。

入力された行政情報は県庁内の DB サーバーに集約されるが、情報はリアルタイムで放

送局に届くのではなく、任意のタイミングで放送局が取りに行く仕組みとなっている。ま

た、情報の更新についても、放送局で確認することにより行う。県 DB サーバーに登録さ

れた行政情報は放送局以外も使うことが可能であり、あらゆるメディアへの対応可能性や

既存の社内システム環境などを考慮して、フォーマットは XML 形式あるいは CSV 形式を

採用している。現状、TVCML への対応は考えていない。

本システムは、将来的に災害時に広報情報を登録できるよう想定して構築したものであ

る。現在、このシステムを利用している放送局は静岡放送と NHK 静岡の 2 社である。また、

行政情報を入力する自治体は、将来的に県内 56 市町村まで利用範囲を広げたいとしている

が、現在地上デジタル放送の放送エリアになっていない地区もあるため、全ての自治体が

積極的に活用する状況にはなっていない。
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図表 2.2-1 静岡県の地上デジタル放送用行政情報収集・提供システム画面（静岡放送）

図表 2.2-2 静岡県の地上デジタル放送用行政情報収集・提供システムの構成

静岡県
県内４２市町

静岡県ＤＢサーバー（新規）

③情報登録 放送事業者

在静岡放送局サーバー

④データ取得

データ放送

静岡県ＷＥＢサーバー（既存）

③ＷＥＢにアップロード

情報検索

情報ダウンロード
（ＸＭＬ、ＣＳＶ）

⑤ＷＥＢ閲覧

⑥データ放送視聴

ＨＴＭＬを自動生成し、
アップロード

インターネット
情報配信

①情報入力

自治体登録端末

②入力内容承認

再編集承認依頼

情報登録

①各県市町村の入力担当者が行政情報を入力する。
この時点で県ＤＢサーバーに情報が登録される。

②各県市町村の承認担当者が入力内容を確認し、修正/再編集/承認する。
承認された場合は、県ＤＢサーバーのデータに承認済フラグを立てる。

③承認された内容は県ＤＢサーバーに登録される。また自動処理によりＨＴＭＬ
を定期的に生成し、県ＷＥＢサーバーにアップロード、公開される。

④各放送局は県ＤＢサーバーに格納されているデータをＸＭＬ、ＣＳＶの形式で
ダウンロードする。

・構築費 約350万円
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2.3 京都府の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム

京都府では、地上デジタル放送が、パソコンを利用しない子供や老人など情報弱者に対

しても防災情報等を迅速且つ的確に提供可能であり、今後急速に普及することが期待され

る点に着目し、地上デジタル放送を活用した地域情報サービスや環境整備の在り方につい

て検討を行ってきた。そして、平成 18 年度に、京都府と NHK 京都放送局ならびに地域民

放局（KBS 京都）が協力して、行政情報を公開するデータ連携基盤サーバーを設置し、自

治体が発表する防災情報等を放送局に伝達し、地上デジタル放送のデータ放送を介して住

民にリアルタイムに提供する仕組みを構築した。NHK 京都放送局では、平成 19 年 5 月 28

日から、地上デジタル放送のデータ放送向けに河川情報は平時、避難情報は発令時で運用

を始めている。一方、KBS 京都では、平成 19 年 7 月 2 日からワンセグのデータ放送向け

に災害情報の運用を開始する予定である。

放送局に提供される行政情報は、既存の防災・防犯メールシステムで提供されている防

災、要配慮者、要支援者、防犯・犯罪、市町村防災関係（避難等）の情報、河川防災情報

システムで提供されている河川雨量、河川水位の情報、京都府ホームページで提供されて

いる「きょうと府民だより－くらし情報ガイド」の情報となっている。河川防災情報シス

テムの画像も、行政情報提供システムには画像情報の有無とリンク情報が登録されており、

放送に活用することも可能である。しかしながら、それらの画像情報はプライバシーや肖

像権の保護という観点から、現時点ではデータ放送では公開されていない。

視聴者は、デジタル放送対応テレビのリモコンで「d」ボタンを押せば、自治体が発表す

るこれらの情報を、ほぼリアルタイムに家庭のデジタルテレビの画面で確認することがで

きる。なお、自治体による避難情報は発信から約 1 分後、河川・雨量情報は 10 分間隔で最

新のデータに更新されるという。

京都府の行政情報提供システムは、既存システムの情報活用や情報連携を前提に検討さ

れており、他県と同様に初期投資ならびに運用費も含めて経済性の高いものとなっている。

防災・防犯メールシステムと河川防災情報システムの既存システムについては、インタフ

ェースを改修して、フリーテキスト情報を自動変換し、放送局向けに配信する仕組みを構

築している。また、京都府ホームページに掲載されている「きょうと府民だより」につい

ては、印刷業者から外部メディアで納品を受けたテキストデータをカット＆ペーストで当

該システムに入力し、自動変換して配信する仕組みとしている。放送局では、行政情報提

供システムの情報を TVCML 形式で入手し、データ放送向けに文字数などを編集して公開

する。

京都府の行政情報提供システムは運用を開始して間もないため、当分の間、避難情報に

ついては、既存の FAX による紙ベースの伝達ルートと二重チェックを行う。一方、府内市

町村には、防災情報を防災・防犯メールシステムに入力するよう周知しており、将来的に

は行政情報提供システムに一本化されていくものと考えられる。

京都府では、行政情報提供システムの今後の課題について、まず実運用の中で生じた課



42

題を放送局と共に調整・解決しシステムの安定性を向上させること、そして新たな情報源

を取り込んでいくことの 2 点を挙げている。後者については、住民への情報提供の窓口と

なる放送局の要望を踏まえて、土砂災害情報など幅を広げていく予定としている。

図表 2.3-1 京都府の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面（NHK）

ＮＨＫ京都放送局データ放送ＮＨＫ京都放送局データ放送 「河川水位・防災」トップ画面「河川水位・防災」トップ画面 サンプル

ＮＨＫ京都放送局データ放送ＮＨＫ京都放送局データ放送 「河川水位雨量」画面「河川水位雨量」画面 サンプル
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図表 2.3-1 京都府の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面（NHK 続き）

ＮＨＫ京都放送局データ放送ＮＨＫ京都放送局データ放送 「避難情報」画面「避難情報」画面 サンプル

図表 2.3-2 京都府の地上デジタル放送を活用した行政情報提供画面（KBS 京都）

ＫＢＳ京都ワンセグデータ放送ＫＢＳ京都ワンセグデータ放送 災害情報災害情報画面画面遷移遷移 サンプル

地域選択画面地域選択画面 緊急詳細画面緊急詳細画面

※ページ下端部分に「京都府提供情報」である点を明示。

※緊急時にはKBSの操作により地域選択画面をTOPに表示することができる。
※このイメージはデータ放送全画面表示で作成している。

実際は上部にKBSのサイマル放送が表示される。

ＫＢＳトップ画面ＫＢＳトップ画面 地区選択画面地区選択画面 緊急一覧画面緊急一覧画面

丹後・中丹、南丹、京
都市、乙訓、山城北、
山城南から選択。

市町を選択。 一覧から情報を選択。
フォーカスがあたると
文字が左に流れる。

情報の詳細を表示。
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図表 2.3-3 京都府の地上デジタル放送向け行政情報提供システムの構成

京都府
府内２６市町村

行政情報提供システム（新規）
（データ連携基盤サーバー）

京都府
ホームページ

防災・防犯メール
配信システム

雨量・河川
水位局

自治体
登録端末

河川防災情報
システム

デ
ー
タ
収
集
基
盤

デ
ー
タ
収
集
基
盤

防災防犯
Ｉ／Ｆ

防災防犯
Ｉ／Ｆ

広報情報
Ｉ／Ｆ

広報情報
Ｉ／Ｆ

河川防災
Ｉ／Ｆ

河川防災
Ｉ／Ｆ

変
換
エ
ン
ジ
ン

変
換
エ
ン
ジ
ン

デ
ー
タ
配
信
基
盤

デ
ー
タ
配
信
基
盤

各Ｉ／Ｆ定義管理各Ｉ／Ｆ定義管理

ＴＶ向け
Ｉ／Ｆ

（TVCML2.0）

ＴＶ向け
Ｉ／Ｆ

（TVCML2.0）

防災、要配
慮者支援者、
防犯・犯罪、
市町村防災
関係（避難
等）
*XML

デジタル疏水
ネットワーク

デジタル疏水
ネットワーク 河川雨量

*CSV
河川水位
*CSV
画像
*JPEG

お知らせ
イベント
*ＷＥＢ画面
入力操作

ＫＢＳ京都
（ワンセグ向け）

府域放送局
サーバー

データ
放送

住民

ＮＨＫ京都
（地デジ向け）デジタル疏水

ネットワーク

デジタル疏水
ネットワーク

きょうと府民だより「くら
し情報ガイド」の情報
（外部メディア渡し、テ
キストベース）

ユーザ管理
権限管理

ユーザ管理
権限管理

データ
放送

HTTP
RSS

・構築費 約950万円
・運用費 約200万円/年（H19年度）

・改修費 約250万円
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2.4 愛知県の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム検討

愛知県では、平成 4 年に世界無線通信主管庁会議において都道府県防災行政無線の周波

数移行が決定された事、また阪神・淡路大震災の経験から防災行政無線の高度化（広域シ

ステム化、画像利用の充実等）が望まれるようになった事を契機に、防災情報の収集・集

約・伝達の迅速化、防災関連機関相互の情報の共有化を図るため、愛知県高度情報通信ネ

ットワークシステムならびに愛知県防災情報システムの整備に取り組んだ。高度情報通信

ネットワークシステムは、災害に強い独自の通信回線網の構築を目的として、地上系無線

と衛星系無線の 2 ルートにより、映像やデータの通信にも対応できる高速・大容量のデジ

タル多重マイクロ無線回線（行政防災無線）である。また、高度情報通信ネットワークシ

ステムを利用して、県市町村や防災関連機関をオンラインで結び、災害情報の収集や伝達

の体制を整備したものが防災情報システムである。

一方、住民に防災情報を伝達する役割を担う放送局では、特に愛知県、岐阜県、三重県

をカバーする名古屋広域局にとって、広域災害が発生した場合の大量の一次情報を、少な

い人手でいかに効率的に収集し、かつ正確に処理するかが課題となっていた。そのため、

2001 年度から放送局各社と各県庁間で協議を行い、システム構築などを進めてきた。前述

した通り、愛知県では独自の防災情報システムを整備している。しかし、当該システムは

インターネットを利用しないクローズドなシステムのため、放送局や新聞社などにメイン

サーバーから分岐した報道機関向け情報提供サーバーを設置することで、情報提供を実現

した。在名テレビ局の 6 局は専用回線で、この情報提供サーバーに接続するとともに各社

に端末を設置することにより、各社屋において内部情報の閲覧が可能となっている。また、

県政記者クラブに加盟している各社は、記者クラブ室に設置している専用パソコンで同様

の内容が閲覧可能となっている。

但し、既存の防災情報システムは、地上デジタル放送のデータ放送やワンセグの特性を

考慮して構築されていない。現在、防災情報システムから報道機関向けに提供される情報

のデータ形式は HTML のため、放送画面の自動作成には適していない。そのため、2007

年度には、新たなデータ変換サーバーを設置し、TVCML ver2.0 形式での情報提供を予定

している。また、県河川情報システムを防災情報システムの報道機関向け情報提供サーバ

ーに接続し、既存の光ケーブルを利用した情報提供を可能にする予定である。
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図表 2.4-1 愛知県の地上デジタル放送向け行政情報収集・提供システムの構成

報道機関情報提供
サーバー（新規）

放送事業者

在愛知県放送局
サーバー

データ
放送

光ケーブル

情報提供
（HTML言語で
提供、TVCML
言語の導入を
予定）

県防災情報
システム端末

本放送

平成18年度整備

県河川情報システム
サーバー等

愛知県防災情報
システムメインサーバー

愛知県災害情報センター市町村

県事務所

防災関係機関

支
援

住民

愛知県高度情報通信ネットワーク
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2.5 札幌市の地上デジタル放送を活用した行政情報提供システム検討

札幌市では、平成 17 年度より、札幌市の他、国土交通省北海道開発局、総務省北海道総

合通信局、札幌管区気象台、北海道庁、学識者、放送事業者、その他幅広い防災関係事業

者を構成員として「札幌市地上デジタル放送活用構想検討委員会」を設立し、札幌市地域

における地上デジタル放送を活用した通信・放送融合型インフラの在り方を検討してきた。

地上デジタル放送を活用した通信・放送融合型インフラは、札幌市地域の関係機関が保

有する様々な情報をデータセンターに集約し、編集・加工・変換などの処理を施した後、

住民への情報伝達の窓口となっている放送局等に迅速且つ正確に情報を受渡し、最適なメ

ディアを介して住民に情報を伝達する仕組みを根幹としている。住民への情報伝達方法と

しては、家庭の据置型テレビ、カーナビゲーション、ワンセグ携帯電話などを対象に、本

放送とデータ放送の組み合わせの中から、最も効果的な手段が選択される。

図表 2.5-1 札幌市が目指す通信・放送融合型インフラと新たな市民サービスの姿

平成 18 年度に札幌市地上デジタル放送活用構想検討委員会では、札幌市地域における通

信・放送融合型インフラの実用化を目指して、自治体等情報提供者と放送局に対して住民

への情報提供ニーズを分析すると共に、それらの情報受渡しのハブとなるデータセンター

の在り方について実証的な研究を行った。具体的には、札幌市のほか行政関連機関が保有
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する様々な情報を収集・集約し、放送局に迅速且つ正確に提供する情報ルートの確立を目

指して、簡易型データセンターシステムによる情報伝達を実践し、その有用性を検証した。

図表 2.5-2 札幌市地上デジタル放送活用構想検討委員会の平成 18 年度情報伝達実験

データセンター実証実験用コンテンツについては、放送局のニーズを反映して将来の全

道的コンテンツ集積の先駆けとなるよう、またリアリティの高い実証実験にするため、情

報提供者と調整して平常時と災害時の双方において主要なコンテンツが用意された。

1）行政からのお知らせ（広報さっぽろ原稿データ）

2）イベント・催事情報（広報さっぽろ原稿データ）

3）札幌の休日救急当番病院（札幌市ホームページ）

4）本日の円山動物園（Web シティさっぽろ）

5）気象情報（㈱札幌総合情報センターホームページ）

6）防災・災害情報（札幌市危機管理対策室と調整して作成）

簡易型データセンターの機能は、放送局のデータセンターに対する要求事項のうち、汎

用性が高くシンプルに利用できる範囲に絞り込み、事務局で収集した情報をデータセンタ

ーに蓄積し、WEB インタフェースを採用した専用 HP ページを開設して ID とパスワード

による認証を行い、放送局に対して情報提供を提供する。なお、放送局で情報をダウンロ
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ードする場合、ファイル形式はテキストあるいは CSV 形式が選択可能となっている。

図表 2.5-3 データセンター実証実験システムの構成図と動作環境

○放送局側PCはAjaxによる非同期通信で最新データを取得
○動作機種
・サーバ

OS Linuｘ CentoOS
Web Apache+PHP+MySQL。

・運用側・放送局側端末
OS WindowsXP SP2
ブラウザIE6.5以降 クライアントGUIはFlex2 （Flash)

実証実験の結果、災害時ならびに平常時に拘らず、全ての関係機関で当該システムの有

用性が評価された。従来、紙媒体で入手していた情報がデータセンターに電子的に蓄積さ

れ伝達される仕組みは、業務効率の向上という観点で非常に効果的であるという。但し、

今後の実用化を視野に入れた場合、行政情報をはじめとするコンテンツの充実や情報集積

の在り方を含め、データセンターの機能仕様や維持・運用体制を具体化していくことが必

要とされている。

本年度の実証実験では、行政情報は札幌市に限定されていたが、北海道の放送局は全道

域であり、データセンターは全道レベルの行政情報を提供することが求められている。今

回の取り組みをモデルケースとして、周辺市町村に対し、本システムへの相乗りを働きか

けること、北海道庁や国土交通省北海道開発局で管理・運営している既存システムとの連

携や情報共有を図ること等が、今後の重要な課題として指摘されている。また、札幌市ホ

ームページや電子メールで配信されている地下鉄運休情報、消防救急の出勤情報などを、

小さな防災という視点でデータ放送を介して日頃から提供することも、平常時からデータ

センターを利活用するという観点で効果的と考えられている。

このようなデータセンターシステム環境へのスムーズな移行を促すという観点では、自

治体における紙媒体中心の情報提供の仕組みを変えていくことも必要であり、紙媒体によ

る情報提供の廃止など積極的な対応も必要ではないかと指摘されている。



50

2.6 地上デジタル放送の公共分野における利活用事例の評価と今後の課題

地上デジタル放送の公共分野における利活用として、現在実用化あるいは実用化検討が

進められている先行事例では、防災・広報分野を中心とした自治体の行政情報を効率的に

収集・変換し、放送局に迅速且つ正確に伝達する仕組みの構築を目指している。

地上デジタル放送は、パソコンに接する機会が少ない人を含め、幅広い住民に行政情報

を提供することが可能となる。ワンセグの普及も考慮すると情報提供ルートの重層性は高

まり、時間や場所も含めた住民へのリーチは格段に広がることが期待される。インターネ

ットや電話等の通信手段と異なり、地上デジタル放送やワンセグでは輻輳の心配がないた

め、緊急時における情報提供の確実性への期待も高い。一方で、地上デジタル放送やワン

セグでは、放送局の編成権・編集権を前提として住民への情報提供がなされる。そのため、

自治体から放送局へいかに迅速且つ正確に情報提供を行う仕組みを構築するか、また、自

治体ではいかに効率的に情報を収集するかが、地上デジタル放送の特徴を最大限活かした

行政情報提供を実現する重要なポイントになる。

先行事例では、上記前提に基づき、情報収集に際して、各自治体の既存システムの特徴

を考慮し、それらが保有する情報を最大限活用する仕組みが構築されている。また、地上

デジタル放送のデータ放送による情報提供の制約条件（文字数等）も考慮し、情報入力の

段階で条件を設定し、放送局における編集負荷を減らして効率的に情報提供が行えるよう

にする運用面での工夫がなされているケースもある。

自治体と放送局間の情報受渡し役を担うサーバーについては、行政情報の充実ならびに

システムの利用効率の向上という観点からも、当該地域における多くの自治体等行政機関

ならびに放送局が利用することが求められる。そのため、各地域の実情を踏まえて、シス

テムの構築費や運用費も含め、利便性と経済性の高い仕組みが構築されている。情報提供

のフォーマットについては、放送局や報道機関のニーズを踏まえて TVCML、XML、CSV、

テキストなどの形式が採用されており、各地域の特徴を伺うことができる。

地上デジタル放送の公共分野における利活用については、これら先行事例をベンチマー

クとして、各地域における既存システムの特徴や参加プレーヤー（自治体等行政機関、放

送局、報道機関等）のニーズを踏まえ、その特徴を活かした経済性の高い仕組みを構築す

ることが重要と考えられる。一方で、急激に普及したブロードバンドとの連携は必須であ

り、放送との相互補完をより密接にするための記述言語の統合や通信と放送が互いに起動

し合える仕組み等を開発することについての課題も明確になっている。世界に先駆けて、

通信と放送の高度な連携技術を開発していくことの可能性も示されている。




